
○奈良県警察情報公開事務取扱要綱の制定について

（平成14年３月28日例規第15号）

［沿革］ 平成14年９月例規第52号、15年９月第29号、17年３月第３号、第７号、20年３月第25号、

23年10月第29号、26年５月第15号、28年３月第14号、30年12月第33号、31年４月第23号、

令和元年６月第28号、３年３月第11号、５年９月第28号、６年６月第26号、10月第28号改

正

奈良県情報公開条例（平成13年３月奈良県条例第38号）が制定され、新たに公安委員

会及び警察本部長が条例上の実施機関となり、また、奈良県規則において公安委員会及

び警察本部長が実施機関となる施行日が定められたことから、別記のとおり「奈良県警

察情報公開事務取扱要綱」を制定し、平成14年４月１日から実施することとしたので、

適正に運用されたい。

別記

奈良県警察情報公開事務取扱要綱

第１ 趣旨

この要綱は、別に定めがある場合を除き、公安委員会及び警察本部長（以下「実施

機関」という。）に係る奈良県情報公開条例（平成13年３月奈良県条例第38号。以下

「条例」という。）に定める行政文書の開示及び情報提供施策（以下「情報公開」と

いう。）に関する事務の取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。

第２ 情報公開の窓口等

１ 奈良県警察における情報公開窓口の設置

実施機関に係る情報公開の事務を行うため、警務部県民サービス課に「警察情報

公開窓口」（以下「公開窓口」という。）を設置する。

また、警察署の警務課に、情報公開に係る事務を行う窓口を設置する。

２ 公開窓口で行う事務

(1) 情報公開に係る相談及び案内に関すること。

(2) 行政文書開示に係る事務についての実施機関の主管課（行政文書を保有する公

安委員会については、奈良県警察組織規則（昭和43年６月奈良県公安委員会規則

第10号）第35条の２第２項に定める総務課公安委員会事務担当室（以下「事務担

当室」という。）を、行政文書を保有する警察本部長については、同規則に定め

る各部の課、所、隊及び警察学校並びに警察署の名称、位置及び管轄区域に関す

る条例（昭和29年６月奈良県条例第20号）に定める警察署をいう。以下同じ。）

との連絡調整に関すること。



(3) 実施機関の行政文書に係る開示請求の受理に関すること。

(4) 開示請求に係る手数料の徴収に関すること。

(5) 開示請求の形式要件の審査に関すること。

(6) 主管課の行政文書の開示の実施場所の提供及び立会いに関すること。

(7) 公開窓口で開示を行った開示の実施に係る手数料の徴収に関すること。

(8) 実施機関の行政文書の全部開示、一部開示及び不開示の決定（以下「開示決定

等」という。）に係る審査請求書（開示決定等用）（別記様式第１号）又は開示

請求に係る不作為についての審査請求書（不作為用）（別記様式第２号）（以下

これらを総称して単に「審査請求書」という。）の受領に関すること。

(9) 実施機関の行政文書の検索資料の整理及び閲覧に関すること。

(10) 奈良県情報公開審査会（以下「審査会」という。）への諮問に伴う県政情報セ

ンターとの連絡調整に関すること。

(11) 公開窓口における情報提供に関すること。

３ 警察署の窓口で行う事務

(1) 情報公開に係る相談及び案内に関すること。

(2) 当該警察署が職務上作成し、又は取得した行政文書の開示請求の受理に関する

こと。ただし、警察本部の主管課から発出された行政文書の開示請求については、

担当する主管課を特定し、公開窓口へ送付すること。

(3) 警察署における開示請求に係る手数料の徴収に関すること。

(4) 警察署の行政文書の開示の実施に係る手数料の徴収（出納員による対応）に関

すること。

(5) 警察署における行政文書の開示の実施場所の提供及び立会いに関すること。

(6) 実施機関の行政文書の検索資料の整理及び閲覧に関すること。

(7) 警察署における情報提供に関すること。

(8) 審査請求書の受領に関すること。

４ 主管課で行う事務

(1) 開示請求に係る行政文書の検索及び特定に関すること。

(2) 開示請求の形式要件の審査に関すること。

(3) 他の実施機関への開示請求事案の移送及びその通知に関すること。

(4) 開示請求に係る行政文書の開示決定等及びその通知に関すること。

(5) 国、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平

成13年法律第1 4 0号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。）、地方

公共団体、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第1 1 8号）第



２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）及び開示請求者以外の者（以

下「第三者」という。）に対する意見書提出の機会の付与等に関すること。

(6) 行政文書の開示の実施（開示の決定をした行政文書の開示実施場所への搬入及

び当該行政文書の写しの作成、送付等を含む。）に関すること。

(7) 検索資料の作成に関すること。

(8) 主管課における情報提供に関すること。

(9) 審査請求書の受理、審査請求事案の審査会への諮問並びに審査請求についての

裁決及びその通知に関すること（警察署を除く。）。

５ 情報公開事務の取扱日時

奈良県の休日を定める条例（平成元年３月奈良県条例第32号）第１条第１項に定

める県の休日以外の午前９時から午後５時までとする。

第３ 行政文書開示に係る事務

１ 相談及び案内

(1) 来庁者のニーズの把握

公開窓口及び各警察署の情報公開の事務を行う窓口（以下「公開窓口等」とい

う。）では、公開窓口等において情報公開の事務を行う職員（以下「窓口職員」

という。）が面談により、来庁者の求めている情報について、その所在が検索で

きる程度に内容を具体的に把握すること。

(2) 情報の所在の確認

窓口職員は、公開窓口等に備え置く検索資料等により、主管課（警察署の窓口

にあっては、担当する警察署の課（係））を調査し、電話照会等により当該情報

の所在を確認すること。

(3) 対応の選択

公開窓口等では、来庁者の求めている情報の内容について、次のいずれの方法

で対応するのが最も適当かを判断すること。

ア 情報提供

イ 他の制度の利用

ウ 行政文書の開示の請求

(4) 来庁者への説明

ア 来庁者の求めている情報の内容が、行政資料、刊行物等による情報提供で対

応できる場合は、当該情報提供で対応すること。

イ 他の法令等に基づき、閲覧、縦覧又は写しの交付の手続が定められている場

合は、この条例に基づく開示が行われない場合があるので、その旨を来庁者に



説明し、当該事務を担当する主管課等の所在を案内すること。

なお、この条例に基づく開示が行われないのは、他の法令等において何人に

対しても特定の行政文書を開示する規定（一定の場合に開示をしない旨の定め

がないものに限る。）があり、その開示方法がこの条例と同一であって、当該

同一の方法による開示の場合である。

ウ 開示請求をする際に、開示請求に係る手数料を納付する必要があること、開

示の実施の方法に応じて開示の実施に係る手数料を納付する必要があることを

説明すること。

(5) 行政文書の検索

公開窓口等では、来庁者の相談の内容が行政文書の開示として対応すべきもの

であるときは、求められている内容が記載されている行政文書（以下「対象行政

文書」という。）の検索に必要な事項を十分に把握するとともに、検索資料によ

る検索又は主管課との連絡により、対象行政文書の検索を行うこと。

２ 公開窓口等における開示請求書の受理等

来庁者の情報公開に関する相談が、条例に基づく行政文書の開示で対応すべきで

あると判断される場合においては、公開窓口等では、次により事務を処理する。

(1) 対象行政文書又は件数の特定

ア 開示請求者との応対により、開示請求の内容を確定した後、検索資料（第５

の１に定める検索資料をいう。以下同じ。）等により、主管課を選定し、当該

主管課の職員と連絡をとった上で、対象行政文書を検索・特定すること。

なお、対象行政文書の特定に当たっては、必要により、主管課の職員の立会

いを求めること。

イ 主管課の職員の不在等により、対象行政文書又は件数を特定することができ

ない場合は、開示請求者にその旨を告げた上で、開示請求者に行政文書１件の

手数料に相当する金額の納付を求め、⑵のア、イ及びウに定めるところにより

行政文書開示請求書（別記様式第３号の１又は別記様式第３号の２。以下「開

示請求書」という。）を受理すること。

(2) 行政文書の開示請求の方法

開示請求は、書面（奈良スーパーアプリによるものを含む。）を提出して行わ

なければならず、口頭、電話及び電子メールによる開示請求は認められない。

ア 開示請求書の提出による場合（条例第６条）

行政文書の開示請求は、条例第６条第１項各号に掲げる事項が記載されてい

れば任意の様式で足りるものであるが、原則として、開示請求書に必要事項を



記載し、公開窓口等へ提出することにより行うものとする。

なお、開示請求者が身体障害等で、開示請求書に記載することが困難な場合

は、窓口職員が請求内容等の聴き取りを行い、代筆すること。

イ 郵送又はファクシミリによる場合

必要事項が記載されている開示請求書が、郵送されてきた場合又はファクシ

ミリを利用して送信されてきた場合は、所定の様式でなくても、受理すること。

ウ 奈良スーパーアプリによる場合

奈良スーパーアプリを利用して請求された場合は、公開窓口で受理するもの

とする。

エ イ又はウの場合においては、窓口職員（主管課が判明するときは主管課の職

員）は、電話等により、開示請求者に、開示請求書を受理し、又は受信した旨

を連絡すること。

オ 奈良県情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例施行規則（平成17年

３月奈良県規則第43号）第４条第２項ただし書に規定する当該申請等を行った

者を確認するための措置は、エに規定する連絡をもって行うものとする。

(3) 開示請求書の受理に当たっての留意事項

ア 開示請求は、対象行政文書１件（一般的には、一の表題の下に取りまとめら

れた一定の意図又は意味を表す文書、図画又は電磁的記録）ごとに行い、開示

決定等も行政文書ごとに行うものとする。ただし、開示請求者の便宜を図るた

め、請求手続上、相互に密接な関連を有しない複数の行政文書であっても、複

数の行政文書の開示請求を１件の開示請求書により請求することを認めるもの

とする。

なお、開示決定等も同様の取扱いとする。

イ 開示請求の手続は、代理人により行うこともできる。この場合において、開

示請求書に代理人の連絡先が記載されていれば、代理関係を証明する書類（委

任状等）の提出又は確認は要しない。

ウ 未成年者による開示請求があった場合も、原則として単独での請求を認める

こと。ただし、次のような場合は、親権者等法定代理人の同意書が必要である

ことを、未成年者に指導すること。

(ｱ) 中学生以下の場合であって、制度の趣旨、行政文書の意義、内容等につい

て十分な理解が得難いと認められるとき。

(ｲ) 開示請求に係る手数料及び開示の実施に係る手数料が多額になるとき。

(4) 存否を明らかにすることができない行政文書に係る開示請求の取扱い



開示請求に係る行政文書の存否を明らかにするだけで、不開示情報を開示する

こととなる場合は、常に、条例第10条の規定により、当該行政文書の存否を明ら

かにしないで開示請求を拒否することが必要であることから、開示請求書を受理

する際には、この規定に該当する可能性のある行政文書については、存在してい

るかどうかを答えないように留意すること。

行政文書が存在しない場合には不存在と答えて、行政文書が存在する場合にの

み存否を明らかにしないとする対応をすれば、当該行政文書の存在が推測される

ことになる。

(5) 開示請求書の記載事項の確認

公開窓口等では、開示請求書の提出があった場合は、次の事項について確認す

ること。

ア 「住所又は居所」欄

個人の場合は住所、法人その他の団体の場合は主たる事務所又は事業所の所

在地が記載されていること。

イ 「氏名又は名称」欄

(ｱ) 個人の場合は氏名、法人その他の団体の場合は名称及び代表者の氏名が記

載されていること。

(ｲ) 代理人による開示請求の場合は、次の例のように、開示請求者本人の氏名

又は名称の次に、代理人の住所、氏名及び連絡先が記載されていること。

例 ○○ ○○ 代理人

△△市△△町△丁目△番△号

□□ □□

電話番号 ＊＊＊＊－＊＊－＊＊＊＊

(ｳ) 上記(ｱ)、(ｲ)のいずれの場合も押印は要しない。

ウ 「連絡先電話番号」欄

開示請求者に迅速かつ確実に連絡するため、自宅又は勤務先等の電話番号の

記載を求めること。

なお、法人その他の団体の場合は、担当者の所属、氏名及び内線番号等の記

載を求めること。

エ 「請求する行政文書の名称等」欄

主管課の職員が、開示請求しようとする行政文書の名称又は知りたい事項の

内容について他の行政文書と識別できる程度の記載がされていること。

特定の方法については、求める行政文書の種別、記載内容等により異なるが、



一般的には、行政文書の名称、行政文書の様式の名称、標題、記録されている

情報の概要、作成（取得）年月日、作成者名等を適宜組み合わせて表示をする

ことになる。

通常、開示請求者において実施機関の保有する行政文書の名称等を知りうる

ことは容易でないため、開示請求者が容易かつ的確に求める行政文書を指し示

すことができるよう、主管課は、行政文書の特定に参考となる情報の提供に努

めなければならない。この場合において、個別の事案に応じて適宜の方法で行

えば足り、口頭でも差し支えない。

オ 「求める開示の実施の方法等」欄

この欄は、任意記載事項であるが、開示請求の段階で希望する開示の実施方

法の申出を行うことができることとし、開示請求者の便宜を図ったものである。

すなわち、開示の実施方法については、条例第16条第３項の規定により、開

示する旨の通知があった日から30日以内に申し出なければならないが、この欄

に記載された方法による開示を実施することが可能な場合（公開窓口等におけ

る開示については、下記のカの日に実施することができる場合に限る。）であ

って、これらの事項を変更しないときは、開示の実施の申出を改めて行う必要

はない（奈良県情報公開条例施行規則（平成13年３月奈良県規則第70号。以下

「施行規則」という。）第８条第２項）。

開示の実施方法として、文書又は図画については、閲覧及び写しの交付、電

磁的記録については、用紙に出力したものの閲覧及び写しの交付などがあり、

電子メールによる送付や奈良スーパーアプリによる交付も可能である（条例第

16条及び施行規則第７条）。

カ 公開窓口等における開示の実施を希望する場合の「開示の実施を希望する日

」欄

この欄も任意記載事項であるが、開示請求の段階で、希望する開示の実施方

法及び実施を希望する日の申出を行うことができることとし、記載された開示

日に、求めた方法で、開示を実施することができる場合は、上記のオで記載し

たとおり、開示の実施の申出を改めて行う必要はない。

キ 「開示請求に係る手数料の額、納付日及び納付方法」欄

この欄も、任意記載事項である。

(6) 開示請求書の職員記載欄の留意事項

公開窓口等では、開示請求書の提出があり、かつ、上記(5)の事項が記載されて

いることを確認した場合は、職員記載欄に次の事項を記載すること。



ア 「担当する主管課の名称等」欄

(ｱ) 開示請求に係る行政文書を保有している主管課の名称及び情報公開主任（

第７の４に定める情報公開主任をいう。３において同じ。）又は情報公開担

当者（第７の５に定める情報公開担当者をいう。）の電話番号を記載するこ

と。

(ｲ) 対象行政文書が複数の主管課に存在する場合は、当該行政文書を最初に作

成した主管課又は当該行政文書に係る事務事業の主体となっている主管課を

記載すること。

(ｳ) 警察署が保有している行政文書のうち、警察本部の主管課から取得した行

政文書については、当該行政文書を作成した警察本部の主管課を記載するこ

と。

イ 「備考」欄

他の欄に記載できなかった事項、今後の事務処理を行う上で参考となる事項

等を記載すること。

(7) 開示請求書の補正

ア 開示請求書に、記載すべき事項が記載されていない場合や行政文書を特定す

るに足りる事項の記載が不十分である場合などの形式上の不備がある場合には、

当該開示請求の本質を失わせるような変更など補正の範囲を超えるような場合

を除き、主管課の職員は、開示請求者に対して、その箇所を訂正又は補筆する

よう求めること。

なお、開示請求書に記載された事項のうち、明らかな誤字、脱字等軽微な不

備については、主管課の職員が職権で補正することができる。

また、開示請求書が日本語以外の言語で記載されている場合（氏名、住所等

の固有名詞又は外国語表記の行政文書の名称等であって、本来外国語で記載さ

れるべき場合を除く。）についても形式上の不備に当たるため、補正を求める

こと。

イ 開示請求に係る手数料は開示請求をする際に納付しなければならないが、実

施機関が開示請求を受け付ける際に件数を特定することが困難な場合は、実施

機関は開示請求者に行政文書１件の手数料に相当する金額の納付を求め、実施

機関が開示請求に係る行政文書を特定し、行政文書の件数を特定できた時点で、

実施機関が必要な手数料の額を計算し、開示請求者に不足する手数料を納付す

るよう補正を求めるものとする。

ウ 郵送又はファクシミリによる送信その他その場で補正することができない場



合は、主管課は速やかに開示請求者に対し、相当の期間を定めて補正通知書（

別記様式第４号）により当該開示請求の補正を求めること。

エ ウの補正については、補正書（別記様式第５号）の提出によるものとし、奈

良スーパーアプリによる場合はアプリ上での通知によるものとする。

なお、郵送又はファクシミリによる場合の開示請求に係る手数料の納付につ

いては、納入通知書を作成し、補正通知書とともに開示請求者に郵送し、手数

料を納付するよう補正を求めるものとする。

オ 相当の期間を定めて補正を求めたにもかかわらず、当該期間を経過しても、

開示請求書の不備が補正されない場合又は開示請求に係る手数料が納付されな

い場合は、当該開示請求が不適法であることを理由とする不開示決定をするこ

と。

カ 補正を求めた場合、当該補正に要した日数は、開示するかどうかの決定の期

間には算入されない。（条例第12条第１項ただし書）

キ 開示請求者に対して補正を求める場合は、あらかじめ公開窓口と協議を行い、

事後に補正通知書及び補正書の写しを公開窓口へ送付すること。

(8) 開示請求書を受理した場合の開示請求者への説明等

公開窓口等では、開示請求書を受理した場合は、当該開示請求書に受付印を押

印し、職員記載欄に必要事項を記載の上、その写し及び行政文書の開示を求めら

れた方へ（別記様式第６号。以下「説明書」という。）を請求者に交付し、又は

送付するとともに、求めに応じて説明書の内容を口頭により説明すること。

(9) 受理後の開示請求書の取扱い

ア 公開窓口は、行政文書の開示請求があったときは、その請求内容等を行政文

書開示請求処理簿（別記様式第７号。以下「処理簿」という。）に記載した上

で、受理した開示請求書の原本及び処理簿を直ちに主管課へ送付するとともに、

開示請求書の写しを保管すること。

イ 警察署の窓口において行政文書の開示請求があったときは、ウにより公開窓

口へ開示請求書を送付する場合を除き、その請求内容等を処理簿に記載した上

で、処理簿の整理番号を公開窓口に確認して記入した後、開示請求書及び処理

簿の写しを公開窓口に送付すること。

ウ 警察署の窓口において公開窓口へ送付すべき開示請求書を受理したときは、

公開窓口へ即報するとともに、開示請求書及び必要事項を記載した処理簿を、

速やかに送付すること。

エ 警察署で開示請求を処理する場合は、開示請求書の原本、処理簿その他一件



書類を当該警察署の警務課で一括管理するものとする。

３ 開示請求に係る手数料の徴収

(1) 手数料の額

条例第18条の規定による開示請求に係る手数料の額は、次のとおりとする。

ア 開示請求に係る行政文書１件につき3 0 0円

イ 奈良スーパーアプリを使用して請求する場合は、開示請求に係る行政文書１

件につき2 0 0円

(2) 徴収の方法

開示請求に係る手数料は、次の方法により徴収するものとする。

なお、開示請求書受理後に開示請求の取下げを行った場合であっても、開示請

求に係る手数料は還付しない。

ア 公開窓口で開示請求書を受理する場合

開示請求に係る手数料を現金で徴収するものとし、徴収後、領収書を開示請

求者に交付するものとする。

イ 郵送又はファクシミリで開示請求書を受理する場合

開示請求書を受理した公開窓口が納入通知書を作成し、補正通知書とともに

開示請求者に郵送し、手数料を納付するよう補正を求め、納入通知書により徴

収するものとする。

ウ 奈良スーパーアプリで開示請求書を受理する場合

開示請求者は奈良スーパーアプリで手数料を納付するため、公開窓口が一括

して手数料の納付を確認するものとする。

(3) 歳入科目

開示請求に係る手数料の歳入科目は、一般会計においては次のとおりとする。

（款）使用料及び手数料、（項）手数料、（目）警察手数料、（節）行政文書

開示関係手数料

４ 開示請求書の形式要件審査等

(1) 処理簿への記載

情報公開主任は、公開窓口から開示請求書及び処理簿の送付を受けたときは、

処理簿に必要事項を記載して、常に処理経過等を把握できるようにしておくこと。

(2) 開示請求書の形式要件審査

主管課は、当該開示請求書が、条例第６条に規定する開示請求の形式的要件を

具備しているかどうかを確認すること。

(3) 開示請求が不適法である場合



主管課は、当該開示請求書に形式上の不備（開示請求に係る手数料が納付され

ない場合を含む。）がある場合は、補正を命ずるときを除き、不開示決定を行う

こと。

５ 事案の移送

(1) 事案の移送の協議

主管課は、開示請求に係る行政文書が他の実施機関で作成されたものである場

合など他の実施機関の判断に委ねた方が適当な場合には、速やかに、当該他の実

施機関と事案の移送について協議をするものとする。この場合において、主管課

は、事前に公開窓口へ連絡すること。

なお、移送は専ら実施機関内部の問題であり、移送を理由とする開示決定等の

期間延長は認められないものである。したがって、移送の処理は迅速に行う必要

があることから、協議は、原則として口頭で行うこと。

(2) 事案の移送の決定

実施機関相互の協議が整った場合は、移送する主管課は、事案の移送を決定後、

移送先の実施機関に移送する旨の通知、開示請求書及び処理簿を送付すること。

なお、この場合には、当該移送に係る開示請求書及び処理簿の写しを保管する

こと。

(3) 開示請求者への通知等

事案の移送をした場合、移送する主管課は、速やかに開示請求者に対し、事案

移送通知書（別記様式第８号）により通知するとともに、その写しを公開窓口に

送付すること。

６ 開示請求に対する決定等

(1) 行政文書の内容の検討

主管課は、開示請求書に形式上の不備がないときは、対象行政文書に記録され

ている情報が条例第７条各号に規定する不開示情報に該当するかどうかを、別に

定める審査基準等を参考に検討すること。

(2) 開示決定等の期間

主管課は、開示請求のあった日から起算して15日以内に、開示決定等をしなけ

ればならない。

なお、開示請求の補正に要した日数は、開示決定等の期間に算入されない。（

条例第12条第１項ただし書）

(3) 決定期間の延長

対象行政文書の量が多い場合、第三者に意見書提出の機会を付与する場合その



他のやむを得ない理由により決定期間を延長する場合には、主管課は、開示決定

等の期限の延長について（通知）（別記様式第９号。以下「決定期限延長通知書

」という。）により、開示請求者に通知すること。

なお、この場合、次のことに留意すること。

ア 延長期間は、請求のあった日から起算して60日以内の範囲内において、必要

最小限の期間とすること。

イ 主管課は、公開窓口と事前協議を行い、15日以内の決定期間内に、決定期限

延長通知書が開示請求者に到達するように努めること。

ウ 主管課は、決定期限延長通知書の写しを公開窓口に送付すること。

エ 決定期限延長通知書の「延長の理由」欄には、やむを得ない理由を具体的に

記載すること。

(4) 開示決定等の期限の特例

主管課は、開示請求に対し、決定期間を60日まで延長したとしても、対象行政

文書の全てについて開示決定等を行うことが、通常の事務遂行に著しい支障が生

ずるおそれがある場合には、条例第13条に基づく開示決定等の期限の特例を適用

することとし、次により処理すること。

ア 公開窓口との事前協議を行い、開示請求のあった日から起算して15日以内に、

本条を適用する旨及びその理由、並びに60日以内に開示決定等のできない残り

の行政文書につき開示決定等をする期限を、行政文書の開示決定等の期限の特

例規定の適用について（通知）（別記様式第10号）により、開示請求者に通知

するとともに、通知書の写しを公開窓口に送付すること。

イ 開示請求のあった日から起算して60日以内に、通常60日以内に開示決定等が

できる分量の行政文書について開示決定等を行うこと。

ウ アの通知において示した期限内に、残りの行政文書について開示決定等を行

うこと。

なお、残りの行政文書についての処理は、ある程度のまとまりのある行政文

書ごとに判断の終了したものから、順次、開示決定等を行うことが望ましい。

エ この場合において、１件の開示請求に対して複数の開示決定等を行うことと

なるが、処理簿は、枝番号を付けた上、開示決定等毎に別葉で作成するものと

する。

(5) 内部調整

開示決定等に当たっては、次により、あらかじめ内部調整を行うものとし、原

則として、その方式は合議方式とする。



ア 公開窓口への協議

主管課は、開示決定等に当たっては、副総括情報公開責任者（第７の２に定

める副総括情報公開責任者をいう。(8)において同じ。）に協議しなければなら

ない。

イ 関係課等との調整

主管課は、対象行政文書が、他の主管課又は県等の他の機関（以下「関係課

等」という。）に関連するものである場合は、事案の移送を行う場合を除き、

当該関係課等と連絡をとり、調整を行うこと。

なお、警察署の場合は、当該文書に係る事務を警察本部において主として担

当する主管課を選定し、確実に協議すること。

ウ 会計書類関連文書の取扱い

主管課は、対象行政文書が、警務部会計課の分掌事務に関連する文書である

ときは、開示決定等について、警務部会計課と合議方式による協議を行った後

に、公開窓口への合議を行うこと。

(6) 第三者に対する意見書提出の機会の付与

対象行政文書に第三者に関する情報が記録されている場合は、６に定めるとこ

ろにより、当該第三者に対し、意見書を提出する機会を付与すること。

なお、この場合には、公開窓口との事前協議を行った後に意見書の提出を求め、

事後に写しを公開窓口に送付するものとする。

(7) 開示決定等の決裁

ア 公安委員会の保有する行政文書の開示決定等は、公安委員会の決裁を受ける

ものとする。

イ 警察本部長の保有する行政文書の開示決定等は、当該行政文書の情報公開責

任者（第７の３に定める情報公開責任者をいう。）が第一次的に判断し、主管

部長を経由して、総括情報公開責任者（第７の１に定める総括情報公開責任者

をいう。イにおいて同じ。）に合議の上、奈良県警察事務決裁規程（昭和42年

４月奈良県警察本部訓令第９号）第２条の規定により、警察本部長決裁事項と

する。ただし、従前に同一の対象行政文書の開示請求が行われており、これと

同様の決定を行う場合は、総括情報公開責任者が専決することができるものと

する。

(8) 公安委員会への報告

副総括情報公開責任者は、警察本部長の保有する行政文書の開示決定等の状況

を取りまとめた上、公安委員会に報告するものとする。



(9) 開示決定等の内容及び通知

ア 全部開示決定

主管課は、開示請求に係る行政文書に、不開示情報に該当する情報が記録さ

れていないときは、行政文書の全部を開示する旨の決定を行い、行政文書全部

開示決定通知書（別記様式第11号）により、開示請求者に通知するものとする。

イ 一部開示決定

主管課は、次の場合には、行政文書の一部を開示する旨の決定を行い、行政

文書一部開示決定通知書（別記様式第12号）により、開示請求者に通知するも

のとする。

(ｱ) 開示請求に係る行政文書の一部に不開示情報が記録されている場合におい

て、不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができると

き。

(ｲ) 条例第７条第２号の情報（特定の個人を識別することができるものに限る。

）が記録されている場合で、氏名等の特定の個人を識別することができるこ

ととなる記述等の部分を除くことにより、個人の権利利益が害されるおそれ

がないと認められるとき。

ウ 不開示決定

主管課は、次の場合には、行政文書の全部を開示しない旨の決定を行い、行

政文書不開示決定通知書（別記様式第13号）により、開示請求者に通知するも

のとする。

(ｱ) 開示請求に係る行政文書の全部に不開示情報が記録されているため、すべ

て不開示とする場合（不開示情報が記録されている部分を、それ以外の部分

と容易に区分して除くことができない場合及び不開示情報が記録されている

部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認められる場合を含む。

）

(ｲ) 開示請求に係る行政文書の存否を明らかにしないで、当該請求を拒否する

場合

(ｳ) 開示請求に係る行政文書を当該実施機関が保有していない場合又は開示請

求の対象が、条例第２条第２項に規定する行政文書に該当しない場合

(ｴ) 開示請求の対象が、条例第36条に規定する条例を適用しない行政文書であ

る場合

(ｵ) 行政文書の特定が不十分である場合等、開示請求に形式的な不備がある場

合（開示請求に係る手数料が納付されない場合を含む。）



(ｶ) 権利濫用に関する一般法理が適用される場合

(10) １件の開示請求に複数の行政文書がある場合の開示決定

各行政文書についてその量や開示・不開示の審査の難易度が異なり、開示決定

等の時期が異なる等の事情がある場合は、可能となったものから順次通知するこ

と。この場合において、処理簿は、枝番号を付けた上、開示決定等ごとに別葉で

作成すること。

(11) 開示決定等通知書の記載要領

行政文書全部開示決定通知書、行政文書一部開示決定通知書又は行政文書不開

示決定通知書（以下「開示決定等通知書」という。）は、次により作成するもの

とする。

ア 「開示する行政文書の名称」欄

当該行政文書の名称を正確に記載すること。

なお、１枚の開示請求書により複数の行政文書の開示請求があった場合など、

必要がある場合は、１枚の開示決定等通知書に複数の行政文書の名称を記載す

ることができる。

イ 「開示の実施の方法等」欄

開示請求書に求める開示の実施の方法があらかじめ記載されている場合にお

いては、記載された方法により開示できる旨又は開示できない旨を記載するこ

と。

また、開示できる場合において、開示の実施の方法が写しの交付（電子メー

ル及び奈良スーパーアプリを除く。）であるときは、開示の実施に係る手数料

及び写しの送付に要する費用の概算額をそれぞれ必要に応じて記載すること。

なお、写しの作成を業者に委託する必要があるものについては、あらかじめ

当該業者に委託費用の概算を確認した上で記載するようにすること。

ウ 「求めることができる開示の実施の方法」欄

条例第16条及び施行規則第７条に規定する方法のうち、実施可能な方法の全

てを記載することとし（上記イに記載された方法も含む。）、その中から開示

請求者に希望する開示の実施の方法を行政文書の開示の実施方法等申出書（別

記様式第14号。以下「開示実施方法等申出書」という。）により申し出てもら

うこと。開示実施方法等申出書は、行政文書全部開示決定通知書又は行政文書

一部開示決定通知書（以下「開示決定通知書」という。）とともに開示請求者

に送付すること。

この場合においても、開示の実施の方法が写しの交付（電子メール及び奈良



スーパーアプリを除く。）であるときは、開示の実施に係る手数料及び写しの

送付に要する費用の概算額をそれぞれ必要に応じて記載すること。

なお、写しの作成を業者に委託する必要があるものについては、その旨を記

載すること。

エ 「事務所（公開窓口等及び会議室、相談室等をいう。）における開示を実施

することができる日時」欄

主管課は、開示の日時を通知するに当たっては、開示決定通知書が開示請求

者に到達すると思われる日以後であって、主管課が開示を実施することができ

る日以降の取扱日時を、下記の記載例のように、原則として複数指定するもの

とし、その中から開示請求者に希望する日時を、開示実施方法等申出書により

申し出てもらうこと。

なお、開示の実施の申出期間が、開示決定の通知のあった日から30日以内（

条例第16条第３項）とされていることから、原則として、当該通知書が開示請

求者に到達すると思われる日から30日を超える日を含めるものとする。

例・「○年○月○日以降、午後○時から午後○時まで」

・「○年○月○日から○年○月○日までの日（○日の午前中を除く。）」

オ 「開示を実施することができる場所」欄

開示の場所は、原則として、警察本部の主管課で保有している行政文書にあ

っては公開窓口を、警察署が職務上作成し、又は取得した行政文書（警察本部

の主管課から取得した行政文書を除く。）にあっては警察署の窓口を指定する

こととするが、専用機器により開示する場合においては、専用機器の設置場所

等を勘案して指定すること。

カ 「写しの送付を希望する場合の準備日数」欄

開示決定に係る行政文書の媒体又は量、開示の実施方法等によって、写しの

作成に相応の日数を要することから、下記のように、開示の実施の方法の申出

を受けてからの写しの作成に要する日数及び写しの作成に要する費用の納入が

確認できるまでの日数を記載するものとする。

例・「開示の実施方法の申出を受けてから、写しの作成に○日程度を要しま

す。

なお、写しの送付は、その作成及び送付に要する費用の納入が確認でき

次第送付しますが、この納入確認に納入日から約２週間を要します。」

キ 「開示しない部分」欄

開示しない情報の概要を、当該情報の内容が判明しないように留意して記載



すること。

例・「○○のうち特定個人の住所、氏名」

・「○○のうち、用地買収計画の部分」

ク 「（上記部分を）開示しない（こととした）理由」欄

理由の記載については、単に条例上の根拠を示すだけでは足りず、開示請求

者が開示しない理由を明確に認識し得るものであることが必要である。

(ｱ) 条例第７条に該当することを理由とする場合

条例第７条の該当する号及び具体的理由を記載すること。複数の号に該当

する場合は、各号ごとにその理由を記載するものとし、この欄に記載しきれ

ないときは、別紙に記載の上、行政文書一部開示決定通知書又は行政文書不

開示決定通知書に添付すること。

(ｲ) 条例第10条に該当することを理由とする場合

開示請求のあった行政文書の存否を答えることにより、どのような不開示

情報を開示することになるかをできる限り具体的に記載するものとする。

(ｳ) 対象行政文書が存在しない場合

例えば、対象行政文書を保存期間が満了したので廃棄した、あるいは、開

示請求の対象が個人の備忘録であり、条例第２条第２項に規定する行政文書

に該当しないなど、対象行政文書が存在しない理由を具体的に記載すること。

(ｴ) 開示請求に形式的な不備がある場合

行政文書の特定が不十分である場合等、開示請求の形式要件として求めら

れる要件のうち、どの要件を満たしていないかを明確に記載すること。

(ｵ) 開示請求に係る手数料が納付されない場合

開示請求に係る手数料の納入が確認できなかったことを記載するものとす

る。

ケ 「開示しない理由がなくなる期日」欄

一定の期間が経過することにより、条例第７条各号に該当する理由が消滅す

ることが確実であり、かつ、当該理由が消滅する期日（複数の不開示事項に該

当する場合には、全ての不開示事項に該当しなくなる期日）を明らかにするこ

とができる場合は、その期日を記載するものとする。

なお、当該期日を明示することができないときは、この欄を斜線で消すこと。

コ 「備考」欄

開示請求者への事務連絡を必要に応じて記載すること。

(12) 開示決定等通知書の送付



主管課は、開示決定等をしたときは、速やかに開示決定等通知書を作成し、開

示請求者に送付するとともに、その写し及び処理簿の写しを公開窓口へ送付する

こと。

７ 第三者に関する情報の取扱い

(1) 意見書提出の機会の付与

主管課は、対象行政文書に第三者に関する情報が記録されている場合は、第三

者の権利利益の適正な保護を図るため、必要に応じて、書面により、当該第三者

に意見書の提出の機会を与えること。ただし、次に掲げる公益上の理由により開

示しようとする場合は、必ず、当該第三者に対し意見書提出の機会を与えなけれ

ばならないことに留意すること。この場合において、開示請求者の氏名等が明ら

かにならないよう注意すること。

ア 個人情報ではあるが、人の生命、健康等を保護するために、開示することが必

要と認められるもの（条例第７条第２号ただし書イ）

イ 法人等情報ではあるが、人の生命、健康等を保護するために、開示することが

必要と認められるもの（条例第７条第３号ただし書）

ウ 不開示情報が記録されている行政文書ではあるが、開示することに特に公益上

の必要性があると認められるもの（条例第９条）

(2) 機会の付与の方法

意見書提出の機会の付与は、原則として、第三者に対し、当該第三者に関する

情報が記録されている行政文書について、開示請求があった旨などを行政文書の

開示請求に関する意見について（照会）（条例第15条第１項が適用される場合は

別記様式第15号を、同条第２項が適用される場合は別記様式第16号を用いること。

）により通知し、行政文書の開示に関する意見書（別記様式第17号。以下「意見

書」という。）の提出を求めることにより行うこと。この場合、第三者に対して、

１週間以内に当該意見書を提出するよう協力を求めること。

(3) 第三者への通知

主管課は、意見書の提出の機会を与えられた第三者が開示に反対の意見書を提

出した場合において、開示決定をした場合は、開示決定の日と開示を実施する日

との間に少なくとも２週間を置くものとし、開示請求者に対する通知と同時に、

当該第三者に書面（行政文書の開示決定について（通知）（別記様式第18号））

により、開示決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を通知しなけれ

ばならない。

開示を実施する日は、開示決定の時点では確定日とはならないので、開示を実



施することが見込まれる日（写しを送付する場合にあっては、送付が見込まれる

日）でもよい。

なお、不開示決定した場合についても、第三者との信頼関係を保つ上から、電

話等により口頭で通知すること。

８ 行政文書の開示の実施方法（電子メール及び奈良スーパーアプリを除く。）

(1) 行政文書（(2)から(4)までを除く。）の開示方法

ア 閲覧の方法

(ｱ) 文書又は図画（次の(ｲ)から(ｴ)までを除く。）の場合

原則として、原本を閲覧に供する。ただし、原本の傷みが激しい等当該行

政文書の保存に支障が生ずるおそれがある場合や原本を事務事業に使用する

必要があり閲覧等に供すると事務事業の遂行に支障がある場合など、原本を

閲覧に供することができないときは、複写機により複写した物を閲覧に供す

るものとする。写しの作成に当たっては、拡大又は縮小等の加工はしないも

のとし、Ａ３判以下の用紙に複写するものとする。

なお、この場合の複写に要する費用は、開示請求者には負担させないもの

とする。

(ｲ) マイクロフィルムの場合

マイクロリーダープリンターで印刷したものを閲覧に供することにより行

うものとする。この場合の印刷に要する費用は、請求者には負担させないも

のとする。

(ｳ) 写真フィルムの場合

原則としてＬ判の印画紙に印画したものを閲覧に供することにより行うも

のとする。ただし、主管課が、六切り判での開示が適当と判断する場合は、

六切り判の印画紙に印画したものを閲覧に供するものとする。この場合の印

画に要する費用は、開示請求者には負担させないものとする。

(ｴ) スライドの場合

専用機器（映写機）により映写したものを閲覧に供することにより行うも

のとする。

イ 写しの作成及び交付の方法

写しの作成は、原則として主管課の職員が行うものとする。

写しの交付の部数は、対象行政文書１件につき１部とする。

なお、交付の方法は、開示請求者の希望により、公開窓口等での交付又は郵

送による交付のいずれかにより行うものとする。



(ｱ) 文書又は図画（次の(ｲ)及び(ｳ)を除く。）の場合

写しの作成に当たっては、原則として、原本と同様になるように行うこと

とし、拡大又は縮小等の加工はせず、Ａ３判以下の用紙に複写するものとす

る。

なお、冊子等の見開きになった２ページ分を１枚に複写することは妨げな

いものとする。ただし、これにより難い場合にあっては、開示請求者の意向

を確認した上で、業者に委託する方法で、当該文書若しくは図画をＡ１判若

しくはＡ２判の用紙に複写したもの又は当該文書若しくは図画を撮影した写

真フィルムを印画紙に印画したものを作成し交付することができるものとす

る。

(ｲ) マイクロフィルムの場合

マイクロリーダープリンターで印刷したものを、複写機によりＡ３判以下

の用紙に複写したものを交付することにより行うものとする。

なお、この場合の印刷に要する費用は、開示請求者に負担させないものと

する。

(ｳ) 写真フィルム又はスライドの場合

写真フィルム又は当該スライドを、原則としてＬ判の印画紙に印画したも

のを交付することにより行うものとする。ただし、開示請求者が、六切り判

での交付を希望する場合は、六切り判の印画紙に印画したものを交付するこ

とができるものとする。

(2) 電磁的記録（(3)及び(4)を除く。）の開示方法

電磁的記録の開示方法については、種々の形態が考えられるが、開示形態によ

っては特殊な装置を必要としたり、特別のプログラムを必要とする場合などがあ

ることから、再生用機器の措置状況やセキュリティの保全状況などを勘案して施

行規則で定められており、その開示の方法は次のとおりである。

ア 閲覧、視聴又は聴取の方法

(ｱ) 録音テープ又は録音ディスクの場合

公開窓口等において専用機器により再生したものを聴取させることにより

行うものとする。

(ｲ) ビデオテープ又はビデオディスクの場合

公開窓口等において専用機器により再生したものを視聴させることにより

行うものとする。

(ｳ) (ｱ)又は(ｲ)を除く電磁的記録の場合



(ｱ)又は(ｲ)を除く電磁的記録の閲覧は、実施機関がその保有するプログラム

を用いて用紙に出力したものにより行うものとする。ただし、用紙に出力で

きないものについては、実施機関がその保有するプログラムにより専用機器

で再生したものの閲覧又は視聴により行うものとする。

イ 写しの作成及び交付の方法

写しの作成は、原則として主管課の職員が行うものとする。

写しの交付の部数は、対象行政文書１件につき１部とし、写しの作成に当た

っては、当該写しに責任を持たなければならないことから、開示請求者が持参

する媒体を使用しての写しの作成は行わないものとする。

なお、交付の方法は、開示請求者の希望により、公開窓口等での交付又は郵

送による交付のいずれかにより行うものとする。

(ｱ) 録音テープ又は録音ディスクの場合

録音テープ又は録音ディスクを、1 2 0分の録音カセットテープに複写した

ものを交付することにより行う。

(ｲ) ビデオテープ又はビデオディスクの場合

ビデオテープ又はビデオディスクを、1 2 0分のＶＨＳ方式のビデオカセッ

トテープに複写したものを交付することにより行う。

(ｳ) (ｱ)又は(ｲ)を除く電磁的記録の場合

(ｱ)又は(ｲ)を除く電磁的記録の写しの交付については、実施機関がその保有

するプログラムを用いて用紙に出力したものを複写機によりＡ３判以下の用

紙に複写したものを交付することにより行うものとする。ただし、実施機関

がその保有するプログラムを用いて3 . 5インチのフレキシブルディスクカー

トリッジ（２ＨＤ）その他の電磁的記録媒体に複写したものを交付すること

が容易である場合は、当該複写したものの交付の方法により行うことができ

るものとする。

「複写したものを交付することが容易である場合」とは、通常の事務の遂

行に著しい支障を及ぼさない範囲で、電子計算機のシステム又はデータの保

全上支障なく複写することができ、かつ、複写が正確に行われたことの確認

が容易にできる場合をいう。

(3) 映画フィルムの開示方法

ア 閲覧の方法

専用機器（映写機）により映写したものを視聴に供することにより行うもの

とする。



イ 写しの作成及び交付の方法

映画フィルムの写しの交付は、当該映画フィルムを1 2 0分のＶＨＳ方式のビ

デオカセットテープに複写したものを交付することにより行う。

なお、複写については、業者に委託するものとする。

(4) スライド（音声付きのもの）の開示方法

ア 閲覧の方法

専用機器により再生したものを視聴に供することにより行うものとする。

イ 写しの作成及び交付の方法

1 2 0分のＶＨＳ方式のビデオカセットテープに複写したものを交付すること

により行う。

なお、複写については、業者に委託するものとする。

(5) 行政文書の部分開示の方法

行政文書の部分開示を行う場合における不開示情報が記録されている部分の区

分け及び分離並びに開示の方法は、原則として次のとおりとする。

ア 行政文書（イからエまでを除く。）の場合

(ｱ) 文書及び図画（以下「文書等」という。）の場合

開示部分と不開示部分とがページ単位で区分できるときは、不開示部分を

取り外して、開示部分のみを開示する。ただし、契印を押印したもの等取り

外しができない場合は、開示部分のみを複写した物又は不開示部分を紙袋で

覆うなどの方法により開示をする。

開示部分と不開示部分とが同一ページにあるときは、該当ページを複写し

た上で、不開示部分を塗り潰した物を複写した物又は不開示部分を覆って複

写した物等により開示をする。

(ｲ) 写真フィルム又はスライドの場合

当該写真フィルム又はスライドの同一のコマの中に不開示情報が含まれて

いる場合において、不開示情報の部分のみを除去することは容易でないこと

から、不開示情報が含まれている写真フィルム又はスライドのコマを除き、

開示するものとする。

イ 電磁的記録の場合

(ｱ) 録音テープ又は録音ディスクの場合

同一の巻の録音テープ又は録音ディスクの中に不開示情報が含まれている

場合において、不開示情報の部分のみを容易に区分して除くことができると

きは、当該録音テープ等を1 2 0分の録音カセットテープに複写（ダビング）



し、複写したものから専用機器により不開示情報の部分を消去（無録音等）

したものにより開示するものとする。

(ｲ) ビデオテープ又はビデオディスクの場合

同一の巻のビデオテープ又はビデオディスクの中に不開示部分が含まれて

いる場合において、不開示情報の部分のみを容易に区分して除くことができ

るときは、当該ビデオテープ等を1 2 0分のＶＨＳ方式のビデオカセットテー

プに複写（ダビング）し、複写したものから専用機器により不開示情報の部

分を消去したものにより開示するものとする。

(ｳ) (ｱ)、(ｲ)、ウ又はエを除く電磁的記録の場合

(ｱ)、(ｲ)、ウ又はエを除く電磁的記録の閲覧は、実施機関がその保有するプ

ログラムを用いて用紙に出力したものにより行うことから、部分開示の方法

については、文書又は図画の場合と同様に行うものとする。

また、用紙に出力できないものについては、実施機関がその保有するプロ

グラムにより不開示情報の部分のみを除去することが技術的に容易な場合は、

当該電磁的記録を複写し、複写したものについて、不開示情報を含む部分を

＊（アスタリスク）に置き換えるなどの方法により開示するものとする。

ウ 映画フィルムの場合

同一の巻の映画フィルムの中に不開示部分が含まれている場合において、コ

マ単位で不開示部分を被覆して専用機器により映写することは不可能であるの

で、当該映画フィルムを業者に委託して、1 2 0分のＶＨＳ方式のビデオカセッ

トテープに複写し、当該複写されたもので開示するものとする。

エ スライド（音声付きのもの）の場合

部分開示を閲覧の方法により行う場合、スライド部分と音声部分とが同期を

とって再生されなければ意味を有しないので、当該スライド（音声付き）を業

者に委託して、1 2 0分のＶＨＳ方式のビデオカセットテープに複写し、当該複

写されたもので開示するものとする。

９ 行政文書の開示の実施方法（電子メール及び奈良スーパーアプリの場合）

(1) 行政文書の全部開示の方法

ア 文書又は図画の場合

原本又はコピー（写し）を用意し、これをスキャナで読み取って電磁的記録

（ＰＤＦファイル）とし、当該電磁的記録を開示する。

なお、開示する行政文書が著しく大量である等、当該行政文書を電磁的記録

（ＰＤＦファイル）にすることが事務の遂行に著しく支障が生じるおそれがあ



る場合は、開示請求者の了承を得て、原本を閲覧に供することに代えて開示の

実施を行うことができる。

イ 電磁的記録の場合

当該電磁的記録を開示する。

なお、マイクロフィルム、写真フィルム、スライド、録音テープ及びビデオ

テープ等、電子メール及び奈良スーパーアプリにより開示することが困難な場

合は、聴取又は視聴に代えて開示を行うことができる。

(2) 行政文書の部分開示の方法

不開示情報を含む行政文書を電子メール又は奈良スーパーアプリで開示する場

合、結果として、墨塗り処理を行った不開示部分の内容が判明してしまうことの

ないよう、以下の点を参考にして、複数人で確認を行う等、確実に作業を行う。

ア 文書又は図画の場合

電子メール又は奈良スーパーアプリにより開示しようとする行政文書が紙の

文書又は図画であるときは、そのコピー（写し）を用意し、そのコピー（写し

）の不開示にしようとする部分に墨塗り処理を行い、これをスキャナで読み取

って電磁的記録（ＰＤＦファイル）とし、当該電磁的記録を開示する。

なお、不開示にしようとする部分に墨塗り処理を行った後、当該部分が判読

できる状態になっていないか目視で確認することが必要である。

また、開示する行政文書が著しく大量である等、当該行政文書を電磁的記録

（ＰＤＦファイル）にすることが事務の遂行に著しく支障が生じるおそれがあ

る場合は、開示請求者の了承を得て、原本を閲覧に供することに代えて開示の

実施を行うことができる。

イ 電磁的記録の場合

電子メール又は奈良スーパーアプリにより開示しようとする行政文書が電磁

的記録であるときの墨塗り処理の方法として、次の (ア)及び (イ)が考えられる。

(ｱ) 一度、プリントアウトして紙媒体とした上で、不開示にしようとする部分

に墨塗り処理を行い、これをスキャナで読み取って再び電磁的記録（ＰＤＦ

ファイル）とし、当該電磁的記録を開示する。

(ｲ) 電磁的記録のテキストデータ等をＰＤＦファイルに変換する等によりＰＤ

Ｆファイル上で作業を行う場合、マスキング処理（次のａ「墨消し」機能を

利用する方法又はｂ「ハイライト」機能によるマスキング処理を行った後、

ＪＰＥＧ形式等の画像ファイルに変換する方法）を行い、当該電磁的記録を

開示する。なお、ａ又はｂの方法により難い場合は、他の方法により墨塗り



処理を行う。

ａ 「ＪＵＳＴ ＰＤＦ」に装備されている「墨消し」機能を利用する方法

ジャストシステム社の「ＪＵＳＴ ＰＤＦ」に装備されている「墨消し

」機能を使えば、当該部分に含まれる情報を削除することが可能である。

ｂ 「墨消し」機能が利用できない場合

ＰＤＦファイルの「ハイライト」機能によるマスキング処理を行った後、

ＪＰＥＧ形式等の画ファイルに変換する方法が考えられる。

【不適切なマスキングの例】

ＰＤＦファイルに「ハイライト」機能によるマスキング処理を施しただけ

では、その後にハイライト部分を容易に外すことが可能であり、不開示部分

のテキストデータが保持されているため、マスキング処理の方法としては不

十分である。

ウ その他に考えられる方法

(ｱ) 電磁的記録の不開示にしようとする部分の情報（文字等）を削除し、黒く

塗り潰したテキストボックスを置いた上で、当該電磁的記録を開示する。

なお、不開示にしようとする部分の情報（文字等）を削除した後、「変更

履歴の記録」機能により、当該情報が判読できる状態になっていないことを

目視で確認することが必要である。

【不適切なマスキングの例】

上記の例で、不開示部分の情報を削除することなく、単に、当該部分に黒

く塗り潰したテキストボックスを置くだけでは、その後に当該テキストボッ

クスを容易に外すことが可能であり、不開示部分のテキストデータが保持さ

れているため、マスキング処理の方法としては不十分である。

(ｲ) ＰＤＦファイル上で作業を行う場合、「オブジェクト編集（ＰＤＦを編集

）」機能及び「注釈」機能を使用し、上記アと同様の作業を行った上で、当

該電磁的記録を開示する。

【不適切なマスキングの例】

上記の例で、不開示部分の情報を削除することなく、単に、当該部分に黒

く塗り潰したテキストボックスを置くだけでは、上記 (ア)【不適切なマスキン

グの例】と同様、不開示部分のテキストデータが保持されており、当該テキ

ストボックスを容易に外すことが可能であるため、マスキング処理の方法と

しては不十分である。

エ 備考



(ｱ) 電磁的記録の例として、便宜上Ｗｏｒｄにおける墨塗り処理の方法を掲げ

ているが、Ｅｘｃｅｌ等の表計算ソフトについても、上記に示す方法により

墨塗り処理を行うことが必要である。

(ｲ) 上記で示していない墨塗り処理の方法を妨げるものではないが、墨塗りし

た部分が判明することがないよう、元の情報が完全に削除されるような処理

を行うことが必要である。

(ｳ) 複数の文書ファイルをＰＤＦファイルに変換し、「ファイルを結合」機能

により結合する際、元の文書ファイルのファイル名がＰＤＦファイルの「し

おり」の名称として保持されることから、当該ファイル名に個人情報（氏名

等）等の不開示情報が記載されている場合、それが表示（開示）されること

になるので、付加情報等（しおり機能表示、プロパティ等）の各種機能にお

ける不開示情報の削除についても、厳格なチェックを行う等の配慮が必要で

ある。

なお、全部開示の場合にも同様の配慮が必要である。

（3） 行政文書の開示の実施方法

電子メール又は奈良スーパーアプリにより行政文書の部分開示を行う場合は上

記９の⑵の処理を行った電磁的記録を以下の方法で交付する。

ア 奈良スーパーアプリによる場合

奈良スーパーアプリにより開示請求を行った場合は、原則、奈良スーパーア

プリにより開示を行う。

イ 電子メールによる交付

開示する行政文書を電子メールに添付して交付できる場合はこの方法で開示

をすることができる。電子メールでの交付ができる場合とは、原則、第３の２

の⑵のア又はイに定める方法で開示請求を行った場合である。ただし、開示す

る行政文書が添付容量を超える場合はオンラインストレージを使用し送付する

こともできる。

10 開示の実施の方法等の申出

(1) 開示の実施の方法等の申出

主管課は、開示決定を行った場合は、開示決定通知書に、開示の場所、開示を

実施することができる日時及び求めることができる開示の実施の方法を、上記６

の⑾の記載要領に従い記載した上、開示実施方法等申出書を添付して送付し、開

示請求者に、希望する開示の実施方法及び開示の実施日時について、開示実施方

法等申出書により申出を求めるものとする。



なお、開示実施方法等申出書の提出は、ファクシミリを利用した送信でも認め

るものとする。

また、開示請求者の申出は、開示決定通知があった日（開示請求者が開示決定

通知書を受け取った日）から30日以内に行わなければならない。

(2) 開示請求書に求める開示の実施方法が記載されている場合

開示請求者が、開示請求の段階で開示請求書に記載した開示の実施方法及び開

示の実施を希望する日により開示を実施することが可能な場合は、改めて申出を

受けることを要しないが、手数料を伴う写しの交付の場合は、開示請求者に開示

の実施に係る手数料につき再確認するものとする。

なお、開示請求者が、開示請求書に記載した開示の実施方法及び開示の日を変

更する場合は申出を求める必要がある。

(3) 更なる開示の申出

開示請求者は、開示を受けた日から30日以内に限り、さらに開示を受けること

ができる。

また、この申出は、最初の開示日から30日以内であれば１回に限られるもので

はなく、開示の実施の日に同時に行うこともできる。

この申出があった場合は、更なる開示の申出書（別記様式第19号）の提出を求

め、開示の実施の日に同時に行う場合及び行政文書の写し等を郵送する場合を除

き、開示実施日等通知書（別記様式第20号）により通知するものとする。

なお、本条例は、開示請求に応じて行政文書の内容を明らかにすることを定め

たものであり、開示方法はその手段であるから、当該開示請求において一度開示

を受けた行政文書について、既に開示を受けた方法と同一の方法による開示を求

めることは、正当な理由がない限りできないものである。（施行規則第10条第２

項）

11 行政文書の開示の実施

(1) 開示の日時及び場所

行政文書の開示は、開示決定通知書によりあらかじめ指定した場所において実

施するものとする。

また、開示の日時については、開示決定通知書で指定した開示日の中から、開

示請求者が、開示実施方法等申出書により申し出た日時に実施するものとする。

なお、開示請求者がやむを得ない事情により指定した日時に来庁できない旨あ

らかじめ連絡があった場合、主管課は、開示請求者と開示の日時を調整の上、再

度、開示実施方法等申出書の提出を求めるものとする。この場合にあっても、開



示実施方法等申出書は、開示決定の通知があった日から、30日以内に提出される

必要がある。

この場合、主管課は、変更した日時を公開窓口等へ連絡するものとする。

(2) 開示の準備

主管課の職員は、開示の日時までに、対象行政文書を開示場所として指定され

た公開窓口等へ搬入しておくものとする。

また、電磁的記録を専用機器により再生したもので開示する場合は、必要に応

じて、開示に使用する専用機器を搬入するものとする。ただし、専用機器を移動

させることができない場合等、公開窓口等での開示の実施が困難なときは、専用

機器の設置場所等において開示を実施するものとする。この場合においては、開

示の場所を管理する者と事前に十分協議をするものとする。

なお、汚損等のおそれなどの理由により原本を複写した物を開示する場合及び

行政文書の写しの交付が請求されている場合は、あらかじめそれらを準備するも

のとする。

(3) 開示決定通知書の確認

主管課の職員は、公開窓口等に来庁した者に対して、開示決定通知書の提示を

求め、開示請求者本人であること及び行政文書の名称の確認を行うものとする。

(4) 行政文書の閲覧、視聴又は聴取（以下「閲覧等」という。）の実施

ア 閲覧等の実施

閲覧等を実施するときは、原則として主管課の職員及び窓口職員が立ち会う

ものとする。専用機器により再生したもので開示する場合、専用機器の操作は、

原則として、主管課の職員が行うものとする。

イ 閲覧等の中止又は禁止

主管課の職員は、閲覧等を受ける者に対し、行政文書を汚損し、又は破損す

ることのないよう説明するものとする。

閲覧等を受ける者が、行政文書を汚損し、若しくは破損し、又はこれらのお

それがあると認めるときは、当該行政文書の閲覧等を中止させ、又は禁止する

ものとする。

(5) 開示の当日に写しの交付を求められた場合の取扱い

当初の開示請求において、開示の方法の申出が閲覧のみである場合であっても、

開示の当日写しの交付を求められたときは、写しの交付ができる場合は、更なる

開示の申出書の提出を求めるものとする。

なお、その場で写しを交付できるものであれば、写しを交付するものとし、写



しの作成に日数を要する場合は、写しを作成の上、後日交付するものとする。

12 開示の実施に係る手数料の徴収

(1) 手数料の額

条例第18条の規定による開示の実施に係る手数料の額は、次のとおりである。

なお、開示の実施に係る手数料は、開示請求に係る行政文書１件ごとに計算し、

第３の３の⑴で定める開示請求に係る手数料の額を超える場合に徴収するものと

する。ただし、電子メール及び奈良スーパーアプリにより行政文書の開示を希望

する場合は開示の実施に係る手数料は発生しない（手数料の計算方法については、

【開示の実施に係る手数料の計算例】を参照）。

ア 開示の実施に係る手数料の額

行政文書の種別 開示の実施の方法 手数料の額

１ 文書又は図 ア 複写機により複写したもの（単色刷 １枚につき、10円

画（２の項か りで、Ａ３判以下の大きさの用紙に複

ら４の項まで 写したものに限る。）の交付

又は８の項に イ 複写機により複写したもの（多色刷 １枚につき、50円

該当するもの りで、Ａ３判以下の大きさの用紙に複

を除く。） 写したものに限る。）の交付

ウ 複写機によりＡ１判若しくはＡ２判 作成に要する費用に

の用紙に複写又は当該文書若しくは図 相当する額

画を撮影した写真フィルムを印画紙に

印画したものの交付

２ マイクロフ 印刷したもの（単色刷りで、Ａ３判以下 １枚につき、10円

ィルム の大きさの用紙に複写したものに限る。

）の交付

３ 写真フィル 印画紙に印画したものの交付 作成に要する費用に

ム 相当する額

４ スライド（ 印画紙に印画したものの交付 作成に要する費用に

９の項に該当 相当する額

するものを除

く。）

５ 録音テープ 録音カセットテープに複写したものの交 １巻につき、2 5 0円

（９の項に該 付

当するものを



除く。）又は

録音ディスク

６ ビデオテー ビデオカセットテープに複写したものの １巻につき、3 0 0円

プ又はビデオ 交付

ディスク

７ 電磁的記録 ア 用紙に出力したもの（単色刷りで、 １枚につき、10円

（５の項、６ Ａ３判以下の大きさの用紙に複写した

の項又は８の ものに限る。）の交付

項に該当する イ 用紙に出力したもの（多色刷りで、 １枚につき、50円

ものを除く。 Ａ３判以下の大きさの用紙に複写した

） ものに限る。）の交付

ウ フレキシブルディスクカートリッジ １枚につき、60円

に複写したものの交付

エ 光ディスク（日本産業規格Ｘ0606及 １枚につき、90円

びＸ6281に適合する直径1 2 0ミリメー

トルの光ディスクの再生装置で再生す

ることが可能なものに限る。）に複写

したものの交付

オ 光ディスク（日本産業規格Ｘ6241に １枚につき、1 1 0円

適合する直径1 2 0ミリメートルの光デ

ィスクの再生装置で再生することが可

能なものに限る。）に複写したものの

交付

カ アからオまでに掲げるもの以外の電 当該写しの作成に要

磁的記録媒体に複写したものの交付 する費用に相当する

額

８ 映画フィル ビデオカセットテープに複写したものの 当該写しの作成に要

ム 交付 する費用に相当する

額

９ スライド及 ビデオカセットテープに複写したものの 当該写しの作成に要

び録音テープ 交付 する費用に相当する

（スライド及 額

び当該スライ



ドの内容に関

する音声を記

録した録音テ

ープを同時に

視聴する場合

におけるもの

に限る。）

【開示の実施に係る手数料の計算例】

(1) 行政文書１件の請求（窓口）

開示請求の実施の方法が写しの交付（単色刷り）50枚の場合（窓口）

開示の請求に係る手数料 3 0 0円×１件＝3 0 0円 －①

開示の実施に係る手数料 10円×50枚＝5 0 0円（基本額）

5 0 0円（基本額）－3 0 0円＝2 0 0円 －②

手数料合計 ①＋②＝5 0 0円

(2) 行政文書２件の請求（窓口）

・ 行政文書１件目（Ａ）

開示請求の実施の方法が写しの交付（単色刷り）10枚の場合（窓口）

開示の請求に係る手数料 3 0 0円×１件＝3 0 0円 －①

開示の実施に係る手数料 10円×10枚＝1 0 0円（基本額）

1 0 0円（基本額）－3 0 0円＝０円 －②

・ 行政文書２件目（Ｂ）

開示請求の実施の方法が写しの交付（単色刷り）40枚の場合（窓口）

開示の請求に係る手数料 3 0 0円×１件＝3 0 0円 －③

開示の実施に係る手数料 10円×40枚＝4 0 0円（基本額）

4 0 0円（基本額）－3 0 0円＝1 0 0円 －④

・ 手数料合計（Ａ＋Ｂ） ①＋②＋③＋④＝7 0 0円

(3) 行政文書１件の請求（奈良スーパーアプリ）

アプリでの請求の場合は、開示の実施の方法もアプリでの実施

開示の請求に係る手数料 2 0 0円×１件＝2 0 0円 －①

開示の実施に係る手数料 無料 －②

手数料合計 ①＋②＝2 0 0円

イ 行政文書の写しの送付に要する費用の額

行政文書の写しの送付に要する郵便料金や宅配便等の実費の額



ウ 手数料の減免

開示を受ける者が生活保護法（昭和25年法律第1 4 4号）第11条第１項各号に

掲げる扶助を受けている場合は、開示の実施に係る手数料の免除（全部又は一

部）申請書（別記様式第21号）に当該扶助を受けていることを証明する書面を

添付すれば開示の実施に係る手数料の全部又は一部を免除することができる。

なお、免除の上限額は、行政文書１件につき、2, 0 0 0円が上限となる。

(2) 徴収の方法

開示の実施に係る手数料及び送付に要する費用は、次の方法により徴収するも

のとする。

なお、具体的な徴収事務は、奈良県会計規則（平成７年３月奈良県規則第67号

）の定めるところにより行うものとする。

ア 公開窓口等で写しを交付する場合

公開窓口等で写しを交付する場合は、開示の実施に係る手数料を現金で徴収

するものとし、徴収後、行政文書の写し及び領収書を開示請求者に交付するも

のとする。

イ 郵送等により写しを交付する場合

(ｱ) 郵送等により写しを交付する場合は、開示の実施に係る手数料及び送付に

要する費用（郵便料金や宅配便等の実費の額）を、原則として、納入通知書

で徴収するものとする。

(ｲ) 主管課は、開示請求者が負担すべき額の納入通知書を公開窓口の職員又は

警察署出納員に依頼の上作成し、開示請求者に郵送すること。その後、開示

の実施に係る手数料及び送付に要する費用が金融機関に納付されたことを確

認した上で、行政文書の写しを開示請求者に送付するものとする。

(3) 歳入科目

開示の実施に係る手数料及び送付に要する郵送料等に係る収入の歳入科目は、

一般会計においては次のとおりとする。

ア 開示の実施に係る手数料

（款）使用料及び手数料、（項）手数料、（目）警察手数料、（節）行政文

書開示関係手数料

イ 送付に要する郵送料等

（款）諸収入、（項）雑入、（目）雑入、（節）雑入

第４ 審査請求があった場合の取扱い

開示決定等の処分又は開示請求に係る不作為について、行政不服審査法（平成26年



法律第68号。以下「行審法」という。）の規定による審査請求があった場合は、奈良

県公安委員会審査請求手続規則（平成28年３月奈良県公安委員会規則第４号）及び奈

良県公安委員会事務専決規程（昭和42年４月奈良県公安委員会規程第１号）の規定に

基づく取扱いを行うほか、次により審査請求に伴う事務を行うものとする。

また、開示決定等の取消しを求める行政事件訴訟、開示請求に係る不作為について

の行政事件訴訟又は開示決定等に係る審査請求に対する裁決の取消しを求める行政事

件訴訟が提起された場合は、訟務担当課と協議の上、適切に処理すること。

１ 審査請求書の受領

審査請求書は、公開窓口において受領し、主管課において受理することとするが、

審査請求人の便宜を図るため、警察署窓口においても受領することができる。

なお、郵送で到達したものについても同様とする。

２ 受領後の審査請求書の取扱い

(1) 公開窓口で受領した場合

公開窓口は、審査請求書の写しを控えとして保管するとともに、直ちに、当該

審査請求書を審査請求担当課（審査請求に係る開示決定等を行った主管課（警察

署の行政文書に係る開示決定等については、第３の６の(5)のイの内部調整により

選定した警察本部の主管課とする。）をいう。以下同じ。）へ（警察署の行政文

書に係るものである場合は、当該警察署の窓口へも、その写しを）送付するもの

とする。

(2) 警察署の窓口で受領した場合

直ちに、当該審査請求書を公開窓口へ送付するものとする。

公開窓口は、送付された審査請求書を審査請求担当課へ送付するとともにその

写しを保管すること。

なお、送付された審査請求書が警察署の行政文書に関するものであるときは、

当該警察署の窓口へその写しを送付するものとする。

(3) 審査請求担当課は、審査請求があった場合は、審査請求処理簿（別記様式第22

号）に必要事項を記載し、常に審査請求に係る処理経過が把握できるようにして

おくものとする。

３ 審査請求の形式要件審査等

(1) 記載事項の確認

審査請求担当課は、審査請求書を受理したときは、行審法の規定に基づき、次

に定めるところにより、記載事項の確認等を行うものとする。

ア 開示決定等についての審査請求の場合



(ｱ) 審査請求書の記載事項の確認

ａ 審査請求人の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号

ｂ 審査請求に係る処分の内容

ｃ 審査請求に係る処分があったことを知った年月日

ｄ 審査請求の趣旨及び理由

ｅ 処分庁（公安委員会又は警察本部長）の教示の有無及び内容

ｆ 審査請求の年月日

ｇ 審査請求人が、法人その他の社団若しくは財団である場合、総代を互選

した場合又は代理人によって審査請求をする場合は、その代表者若しくは

管理人、総代又は代理人の氏名及び住所

(ｲ) 代表者若しくは管理人、総代又は代理人がある場合は、それぞれの資格を

証明する書面（法人の登記事項証明書、代表者若しくは管理人を選任したこ

とを証する総会議事録等の写し、代理人委任状等）の添付の有無

(ｳ) 審査請求期間内（開示決定等の処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内）の審査請求かどうか

(ｴ) 審査請求適格の有無（開示決定等の処分によって、直接に自己の権利利益

を侵害されたものかどうか）

イ 不作為についての審査請求の場合

(ｱ) 審査請求書の記載事項の確認

ａ 審査請求人の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号

ｂ 当該不作為に係る申請の内容

ｃ 当該不作為に係る申請をした年月日

ｄ 審査請求の年月日

ｅ 審査請求人が、法人その他の社団若しくは財団である場合、総代を互選

した場合又は代理人によって審査請求をする場合は、その代表者若しくは

管理人、総代又は代理人の氏名及び住所

(ｲ) 代表者若しくは管理人、総代又は代理人がある場合は、それぞれの資格を

証明する書面（法人の登記事項証明書、代表者又は管理人を選任したことを

証する総会議事録等の写し、代理人委任状等）の添付の有無

(ｳ) 審査請求適格の有無（開示請求を行った者であり、当該請求に対し開示決

定等が行われていないものであるかどうか）

(2) 審査請求書の補正

審査請求担当課は、当該審査請求が、上記(1)の要件を満たさず不適法であって



も、補正することができるものである場合は、相当の期間を定めて補正を命ずる

ものとする。

(3) 審査請求についての却下の裁決

審査請求担当課が命じた補正命令の結果、審査請求が、次のいずれかに該当す

る場合は、公安委員会の当該審査請求に係る却下の裁決を受け、裁決書の謄本を

審査請求人に送付するとともに、その写しを公開窓口（警察署の行政文書に係る

審査請求の場合は、公開窓口及び当該警察署の窓口）へ送付するものとする。

ア 審査請求が不適法であり、かつ、補正不能である場合

イ 補正命令に応じなかった場合

ウ 補正命令に定める補正の期間を経過した場合

(4) 形式要件審査の終了

審査請求担当課は、審査請求書が上記(1)の要件を満たすとき又は(2)の補正によ

り(1)の要件を満たしたときは、これを受理し、直ちに、５（原処分の再検討）の

手続に入らなければならない。

４ 参加の許可の通知の方式等

(1) 審査請求担当課は、行審法第13条第１項の許可をしたとき又は当該許可をしな

いときは、申立許可（不許可）通知書を利害関係人に送付して、その旨を通知す

るものとする。

(2) 行審法第13条第２項の規定による参加の要求は、参加要求書を送付して行うも

のとする。

５ 原処分の再検討

(1) 審査請求担当課は、審査請求書の形式要件審査を終了したときは、直ちに、原

処分である開示決定等又は不作為についての再検討を行うものとする。

(2) 再検討の結果、審査請求に係る行政文書の開示が相当であると判断された場合

は、第三者から開示に反対の意思を表示した意見書が提出されているときを除き、

第３の６の(5)と同様の内部調整を行った後、同(7)のイと同様の決裁を経て、警察

本部長の決裁を受けた後、公安委員会に諮るものとする。

(3) 公安委員会が、原処分を取り消す裁決又は変更する裁決（不作為についての審

査請求の場合は、処分を行う裁決）を行った場合は、直ちに、審査請求人へ裁決

書の謄本を送付するとともに、その写しを公開窓口（警察署の行政文書に係る審

査請求の場合は、公開窓口及び当該警察署の窓口）へ送付するものとする。

なお、この場合は、審査会への諮問は要しない。

(4) 主管課は、(3)の裁決が行われたときは、審査請求に係る行政文書を開示する旨



の決定を行い、開示決定通知書により審査請求人に通知するとともに、その写し

を公開窓口へ送付するものとする。

６ 審査会への諮問

公安委員会の裁決に基づき、審査請求担当課は、上記３の⑶により審査請求を却

下する場合及び上記５の⑶に該当する場合を除き、審査請求書を受理した日から、

原則として30日以内（上記３の⑵の補正に要した期間を除く。）に、次に定めると

ころにより、審査会に諮問するものとする。

(1) 開示決定等についての審査請求に係る諮問書の作成

開示決定等についての審査請求の場合は、審査請求担当課は、次に掲げる事項

を記載した諮問書（開示決定等用）（別記様式第23号）を作成するものとする。

ア 審査請求に係る開示決定等の対象となった行政文書の名称

審査請求の対象となった開示決定等の通知に記載された行政文書名を記載す

ること。

イ 審査請求に係る開示決定等の内容

開示決定等の種類（全部開示決定、一部開示決定又は不開示決定）、開示決

定等通知書の発出年月日、通知書に記載された決定の根拠（条例の該当条項等

）及び具体的理由を記載すること。

ウ 審査請求の内容

審査請求書に記載された審査請求人の氏名又は名称、審査請求の年月日及び

審査請求の趣旨を記載すること。

エ 諮問の理由

審査請求に係る行政文書の全部又は一部を開示しない理由等を説明すること。

オ 参加人等

参加人がいる場合、その氏名又は名称を記載すること。

カ 関係書類

(3)で添付する書類について記載すること。

キ その他必要な事項

(3)のオにおいて審査請求の対象となった行政文書の写し以外の書類を添付す

る場合、その書類を他の審査請求人等に条例第26条第１項の規定により送付し、

又は同条第２項の規定により閲覧させることについて、同条第３項の意見があ

れば付すこと。

なお、審査請求の対象となった行政文書の写しは、条例第22条第１項の規定

により審査会に提示する場合にも開示を求めることができないことから、送付



し、又は閲覧させることが適当でないことは明らかであるので意見の記載は不

要である。

(2) 不作為についての審査請求に係る諮問書の作成

不作為についての審査請求の場合は、審査請求担当課は、次に掲げる事項を記

載した諮問書（不作為用）（別記様式第24号）を作成するものとする。

ア 当該不作為に係る開示請求書の内容

審査請求に係る開示請求書に記載された請求する行政文書の名称及び請求年

月日を記載すること。

イ 審査請求の内容

審査請求書に記載された審査請求人の氏名又は名称、審査請求の年月日及び

審査請求の趣旨を記載すること。

ウ 諮問の理由

処分をしていない理由を説明すること。

エ 参加人等

参加人がいる場合、その氏名又は名称を記載すること。

オ 関係書類

(3)で添付する書類について記載すること。

(3) 諮問書の提出

審査請求担当課は、諮問書（開示決定等用）又は諮問書（不作為用）（以下こ

れらを総称して単に「諮問書」という。）に次に掲げる書類（不作為に係る審査

請求の場合にあっては、ウに掲げる書類を除く。）を添付して、公開窓口を経由

して審査会へ提出するものとする。

ア 審査請求書の写し

イ 行政文書開示請求書の写し

ウ 行政文書開示決定等通知書の写し

エ 処理簿の写し

オ その他必要な書類（審査請求の対象となった行政文書の写し、第三者からの

意見書等）

(4) 諮問をした旨の通知

審査請求担当課は、審査会に諮問した場合は、次に掲げる者に、奈良県情報公

開審査会への諮問について（開示決定等用）（通知）（別記様式第25号）又は奈

良県情報公開審査会への諮問について（不作為用）（通知）（別記様式第26号）

により、諮問をした旨を通知するものとする。



ア 審査請求人及び参加人

イ 開示請求者（開示請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。）

ウ 当該審査請求に係る開示決定等について反対意見書を提出した第三者（当該

第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。）

７ 審査会が行う調査への対応

審査請求担当課及び主管課の職員は、審査会から、次の事項について求めがあっ

た場合は、これに応じなければならない。

(1) 開示決定等又は開示請求に係る行政文書の提示

(2) 開示決定等に係る行政文書に記録されている情報の内容を審査会の指定する方

法により分類又は整理した資料の作成及び提出

(3) (1)及び(2)に定めるもののほか、当該審査請求事案に関する意見書又は資料の提

出

(4) その他当該審査請求事案に関する物件の提出等

８ 意見の陳述等

審査請求担当課及び主管課の職員は、必要があると認められる場合は、審査会に

対し、意見の陳述を求め、意見書若しくは資料を提出し、又は審査会に提出された

意見書若しくは資料の閲覧を求めるものとする。

９ 審査会の答申

公開窓口は、審査会から答申があった場合は、直ちに、答申書を審査請求担当課

に送付するものとする。

また、警察署が行った開示決定等又は不作為に係る審査請求の場合にあっては、

当該警察署の窓口にも答申書の写しを送付するものとする。

なお、答申書は、審査会からその写しが審査請求人及び参加人に送付されるとと

もに、その内容が公表される。

10 審査請求に対する裁決

(1) 審査請求担当課は、答申の受理により審理手続が終了したときは、答申を尊重

して、遅延なく当該審査請求に対する裁決手続を行うものとする。

(2) 審査請求に対する裁決は、公安委員会の決裁を要する。

(3) 審査請求担当課は、審査請求に対する裁決がなされた場合は、直ちに、裁決書

の謄本を審査請求人及び参加人に送付するとともに、その写しを公開窓口（警察

署の処分又は不作為に係る審査請求の場合は、公開窓口及び当該警察署の窓口）

へ送付するものとする。

(4) 審査請求について認容（原処分の全部若しくは一部の取消し又は不作為が違法



若しくは不当であることの宣言）する裁決がなされたときは、主管課は、速やか

に、当該審査請求に対する裁決に応じた開示決定等を行い、開示決定通知書（審

査請求の教示は行わない。）及び開示実施方法等申出書を開示請求者へ送付する

とともに、開示決定通知書の写しを公開窓口に送付するものとする。

なお、開示に反対の意思を有する第三者からの審査請求の場合又は第三者であ

る参加人が開示に反対の意思を表示している場合において、開示決定を行うとき

は、当該第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日

（見込み日を含む。）を行政文書の開示決定について（通知）（別記様式第18号

と同一様式を使用することとするが、審査請求の教示は行わない。）により通知

すること。

また、開示決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも２週間を置かなけ

ればならないことに留意すること。

11 開示決定に対して第三者から審査請求があった場合

(1) 第三者に関する情報が記録されている行政文書に係る開示決定に対して、当該

第三者から審査請求があった場合であっても、審査請求が提起されただけでは開

示の実施は停止されないので、審査請求の受領に当たっては、審査請求と併せて

執行停止の申立てをする必要がある旨を、審査請求人に対して説明するものとす

る。

(2) 開示に反対の意思を有する第三者の審査請求を却下し、又は棄却する裁決及び

第三者の意に反して開示すべき旨の裁決を行った場合は、当該第三者が争訟を提

起する機会を確保するため、当該審査請求に係る裁決の日と開示を実施する日と

の間に少なくとも２週間を置かなければならないことに留意すること。

第５ 検索資料の作成等

１ 検索資料の種類

検索資料は、文書分類基準表又は文書ファイル管理簿とする。

２ 検索資料の作成及び送付

主管課は、次により、検索資料を２部作成し、うち１部を公開窓口に送付するも

のとする。

(1) 文書分類基準表

文書分類基準表は、奈良県警察行政文書管理規程（平成14年３月奈良県警察本

部訓令第７号。以下「文書管理規程」という。）第45条によるものとする。

(2) 文書ファイル管理簿

文書ファイル管理簿は、文書管理規程第45条の規定により、備え付けるものを



いう。

(3) 検索資料送付上の留意点

検索資料を送付するに当たっては、主管課は公開窓口と協議の上、一般の閲覧

に適するよう、当該検索資料に記載された事項から、条例第７条各号の不開示情

報に該当する情報が判明することのないよう、該当する部分を削除、あるいは開

示可能な表現に改める等必要な措置を講じるものとする。

３ 検索資料の備付け

公開窓口等においては、実施機関が保有する行政文書の検索資料を整備し、一般

の閲覧に供するものとする。

第６ 運用状況の公表

１ 運用状況の取りまとめ

公開窓口は、主管課における年度ごとの行政文書開示制度の運用状況を取りまと

めるとともに、県政情報センターからの求めに応じて、その内容を提供するものと

する。

２ 公表の方法

運用状況については、県政情報センターから、次に掲げる事項がインターネット

の利用その他の方法により公表される。

(1) 行政文書開示請求件数

(2) 行政文書開示請求に関する決定の状況

(3) 審査請求の件数及び裁決等の状況

(4) その他必要な事項

第７ 総括情報公開責任者等

行政文書の開示に係る円滑な対象行政文書の特定及び的確かつ統一的な開示決定等

に係る判断を行うとともに、行政資料の提供等の情報提供施策を充実し、もって、情

報公開を総合的に推進するため、総括情報公開責任者、副総括情報公開責任者、情報

公開責任者、情報公開主任及び情報公開担当者を置く。

１ 総括情報公開責任者

(1) 総括情報公開責任者は、警務部長をもって充てる。

(2) 総括情報公開責任者は、情報公開に関する事務を適正かつ円滑に処理するため、

情報公開責任者に対し、必要な指導を行うことができる。この場合において、必

要があると認めるときは、情報公開に関する事務について実態を調査し、又は報

告を求めることができる。

２ 副総括情報公開責任者



(1) 副総括情報公開責任者は、警務部県民サービス課長をもって充てる。

(2) 副総括情報公開責任者は、１の(2)の規定による指導並びに調査及び報告の求め

について、総括情報公開責任者を補佐する。

３ 情報公開責任者

(1) 情報公開責任者は、主管課の長をもって充てる。

(2) 情報公開責任者は、主管課に係る情報公開に関する事務が適正かつ円滑に行わ

れるための指導及び監督を行うものとする。

４ 情報公開主任

(1) 情報公開主任は、主管課の次席（次席の事務を取り扱う管理官を含む。）、副

所長、副隊長、副校長、副署長及び室長補佐（事務担当室に限る。）をもって充

てる。

(2) 情報公開主任は、情報公開責任者の命を受けて、主管課に係る次の職務を行う

ものとする。

ア 行政文書開示に関する事務

(ｱ) 行政文書開示請求に係る対象行政文書の特定作業に関すること。

(ｲ) 行政文書の開示決定等の判断の審査及び調整に関すること。

(ｳ) 公開窓口及び他の主管課との連絡調整に関すること。

(ｴ) その他行政文書開示に係る事務の指導に関すること。

イ 情報提供施策の充実に関する事務

(ｱ) 行政資料等の提供に関すること。

(ｲ) 刊行物の実費頒布に関すること。

(ｳ) 公開窓口及び他の主管課との連絡調整に関すること。

(ｴ) その他情報提供施策の充実に係る事務の指導に関すること。

５ 情報公開担当者

(1) 情報公開担当者は、警部・同相当職以下の職員のうち、情報公開責任者が指名

するものをもって充てる。この場合において、情報公開責任者は、必要があると

認めるときは、複数の者を情報公開担当者に指名することができるものとする。

(2) 情報公開担当者は、４の(2)の職務について、情報公開主任を補佐する。

(3) 情報公開責任者は、情報公開担当者を指名したときは、速やかに、その職名及

び氏名を副総括情報公開責任者に報告するものとする。

第８ 情報提供窓口としての機能の充実

１ 公開窓口における情報提供

公開窓口においては、行政文書開示請求に関する相談・案内等だけでなく、県民



のニーズの高い行政資料や統計資料を備え付けるとともに、主管課が提供している

行政情報も含め、次に掲げる方法等により行政資料等に関する警察情報を総合的に

提供できるよう努めるものとする。

(1) 奈良県警察ホームページに掲載されている条例、規則、訓令、通達等の閲覧に

関すること。

(2) 行政資料、統計資料の収集及び管理に関すること。

(3) 行政資料等の目録の整備に関すること。

(4) パンフ・リーフ類の備付けに関すること。

２ 公開窓口における行政資料等の収集方法

行政資料等の種別は、おおむね次のとおりとし、提供に適する資料であると情報

公開責任者が認めた場合は、副総括情報公開責任者と事前協議の上、公開窓口へ備

え付けるものとする。

なお、副総括情報公開責任者は、毎年定期的に主管課に対し、「一般閲覧用提供

資料」に係る照会を実施し、各種資料の充実を図るものとする。

(1) 定期刊行物

主管課において公費購入しているもの又は参考送付を受けて保有している刊行

物

(2) 広報資料

県民生活に役立ち、一般への公開に適すると認められる警察独自に作成してい

る資料

(3) 統計資料

各種統計資料

(4) 一般行政資料

市販されている法令集、所管法令や施策の解説書等の資料又は部内編集資料

３ 行政資料等に関する写しの交付申出があった場合の措置

公開窓口等において備え付けている、閲覧用資料について写しの交付申出があっ

た場合は、著作権法（昭和45年法律第48号）の規定に抵触しない限り、次の取扱い

により当該資料の写しを交付するものとする。

なお、写しの交付は第３の９の例により、電子メールで交付することができる。

(1) 閲覧用資料複写請求書（別記様式第27号）の提出を求めること。

(2) 写しの作成に当たっては、第３の８の(1)のイに定める作成要領により行うこと。

(3) 作成に要する費用の額及びその徴収方法については、第３の12（(1)のウ及び(

3)のアを除く。）の規定に準じて行うこと。



別記様式第１号（第２、第４関係）

審査請求書（開示決定等用）

年 月 日

奈良県公安委員会 殿

郵便番号

住 所 又は 居 所

法人その他の団体にあっては、

主たる事務所等の所在地

氏 名 又は 名 称

法人その他の団体にあっては、

代表者氏名

連 絡 先 電話番号

年 月 日付け 第 号で通知があった処分について、次のとおり

審査請求をします。

審査請求に係る処分の内容

処分があったことを知った日 年 月 日

審 査 請 求 の 趣 旨

審 査 請 求 の 理 由

教示の有無及びその内容

備 考



別記様式第２号（第２、第４関係）

審査請求書（不作為用）

年 月 日

奈良県公安委員会 殿

郵便番号

住 所 又は 居 所

法人その他の団体にあっては、

主たる事務所等の所在地

氏 名 又は 名 称

法人その他の団体にあっては、

代表者氏名

連 絡 先 電話番号

年 月 日付けの行政文書の開示請求について、いまだに何らの処分がな

いので、次のとおり審査請求をします。

当 該 不 作 為 に 係 る

処分についての申請の内容

当 該 不 作 為 に 係 る
年 月 日

処分についての申請をした日

審 査 請 求 の 趣 旨

備 考



別記様式第３号の１（第３関係）

行 政 文 書 開 示 請 求 書
年 月 日

殿

郵便番号

住 所 又は 居 所

氏 名

連 絡 先 電話番号

奈良県情報公開条例第６条第１項の規定に基づき、次のとおり行政文書の開示を請求します。

1 請求する行政文書の名称等

（請求する行政文書が特定で

きるよう行政文書の名称、請

求する文書の内容等をできる

だけ具体的に記載してくださ

い。）

2 求める開示の実施の方法等 （ア、イ又はウの□にレ印を付してください。アを選択され

（本欄の記載は任意です。） た場合は、その具体的な方法等を記載してください。）

ア □ 事務所における開示の実施を希望する。

(1) □ 閲覧

(2) □ 写しの交付

開示の実施を希望する日（ 年 月 日）

イ □ 電子メールによる写しの送付を希望する。

e-mailアドレス（ ）
ウ □ 郵送等による写しの送付を希望する。

3 開示請求に係る手数料の 郵送又はファクシミリにより手続を行う場合は、後日納入通
額、納付日及び納付方法 知書を発行しますので、ア（2）を選択し、イの手数料の額

を記載してください。なお、手数料の納入が確認できるまで
の日数は開示決定等の期間に算入されません。
ア 納付方法
(1) □ 窓口
(2) □ 納入通知書

イ 手数料の額（ ）円
ウ 納付日（ 年 月 日）

備 考

注「求める開示の実施の方法等」について（この欄の記載は任意です。）
請求される行政文書について開示決定がされた場合に、開示の実施の方法、事務所におけ

る開示を希望される場合の希望日についてご希望がありましたら、記載してください。
また、開示の実施の方法等については、開示決定後に提出していただく、「行政文書の開示

の実施方法等申出書」により申し出ることができます。

＜職員記載欄＞ この欄には、記入しないでください。

担当する主管課の
名 称 等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考

法人その他の団体にあっ

ては、主たる事務所等の

所在地、その名称及び代

表者の氏名



別記様式第３号の２（第３関係）

行 政 文 書 開 示 請 求 書

年 月 日

殿

郵便番号

住 所 又は 居 所

氏 名

連 絡 先 電話番号

奈良県情報公開条例第６条第１項の規定に基づき、次のとおり行政文書の開示を請求します。

1 請求する行政文書の名称等

（請求する行政文書が特定で

きるよう行政文書の名称、請

求する文書の内容等をできる

だけ具体的に記載してくださ

い。）

2 求める開示の実施の方法等 奈良スーパーアプリにより手続を行う場合は、開示の実施の

方法は同方法となります。

□ 奈良スーパーアプリによる写しの交付を希望する。

3 開示請求に係る手数料の
額、納付日及び納付方法 ア 納付方法 □ 奈良スーパーアプリ

イ 手数料の額（ ）円

ウ 納付日（ 年 月 日）

備 考

＜職員記載欄＞ この欄には、記入しないでください。

担当する主管課の
名 称 等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考

法人その他の団体にあっ

ては、主たる事務所等の

所在地、その名称及び代

表者の氏名



別記様式第４号（第３関係）

補 正 通 知 書

第 号

年 月 日

様

年 月 日付けで提出のありました行政文書開示請求書に不備があります

ので、奈良県情報公開条例第６条第２項の規定に基づき次のとおり補正を求めます。

1 開示請求書に記載

さ れ て い た

行政文書の名称等

に 関 す る 事 項

2 補正を要する事項

3 補 正 の 期 限 年 月 日

4 補正の参考となる

情 報

5 担当する主管課の

名 称 等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考



別記様式第５号（第３関係）

補 正 書

年 月 日

殿

郵便番号

住 所 又は 居 所

法人その他の団体にあっては、

主たる事務所等の所在地

氏 名 又は 名 称

法人その他の団体にあっては、

代表者氏名

連 絡 先 電話番号

年 月 日付けで通知のありました行政文書開示請求書の補正について

は、次のとおりです。

補正の内容



別記様式第６号（第３関係）

行政文書の開示を求められた方へ

奈良県公安委員会・奈良県警察

１ 開示請求書の受領後、開示請求に係る行政文書の件数が増加した場合、不足する手数
料を納付するよう求めることがあります。
その場合、手数料の納付の確認に要した日数は開示決定等の期間に算入しません。

２ 行政文書の開示の請求があった日から起算して15日以内に、請求された行政文書の開
示をするかどうかの決定を行い、通知書をお送りします。
なお、通知書の到着は、決定後２～３日かかると思われますのでご了承ください。

３ やむを得ない理由により15日以内に開示決定等を行うことができない場合は、決定期
間を、請求があった日から60日間を限度として延長することがあります。
また、対象行政文書が著しく大量であるため、請求があった日から60日以内にその全

てについて開示決定等できない場合には、処理に必要な期間を延長する場合があります｡
これらの場合にも、その旨を文書で通知します。

４ 開示する場合は、開示の実施を行うことができる日時及び場所等を「行政文書全部開
示決定通知書」又は「行政文書一部開示決定通知書」で通知します。

５ また、開示する場合は、開示決定通知書とともに「行政文書の開示の実施方法等申出
書」を送付しますので、開示決定通知書に記載されている「求めることができる開示の
実施の方法」の欄のうちから、開示の実施を希望される日時（事務所における開示の実
施を希望される場合に限ります。）及び開示の実施の方法を選択し、決定通知があった
日から30日以内に「行政文書の開示の実施方法等申出書」により申し出てください。（
なお、開示決定通知書に、開示請求書に記載されていた開示の実施方法等で開示できる
旨の記載があり、これらの変更を希望されない場合は、「行政文書の開示の実施方法等
申出書」を提出していただく必要はありません。）

６ 電磁的記録に対する開示請求については、カセットテープ・ビデオテープその他用紙
に出力できないものを除き、電磁的記録の開示の実施については、原則として用紙に出
力したものの閲覧、又は用紙に出力したものを複写機により複写したものの交付により
開示の実施を行います。なお、当該電磁的記録を光ディスク等に複写し交付することが
容易な場合については、これらの交付を行うこともできますので、この方法を希望され
る場合はその旨を「行政文書の開示の実施方法等申出書」に記入してください｡

７ 請求された行政文書の写しを必要とされる場合は、開示の実施に係る手数料を負担し
ていただきます。写しが用紙の場合は１枚（日本産業規格Ａ３判以下）につき10円（カラーは50円）
です。また、写しの送付を希望する場合は、郵送料金等についても負担していただくこ
とになります。
開示を受ける者が、生活保護法第11条第１項各号に掲げる扶助を受けている場合は、

「開示の実施に係る手数料の免除（全部又は一部）申請書」を提出することにより、開
示の実施に係る手数料の全部又は一部を免除することができます。
なお、免除の上限額は行政文書１件につき、2,000円です。

８ 開示された情報は、条例の目的に即して適正に使用してください。

９ 開示請求書を受領した際に対象行政文書が特定できなかったなどの場合において、受
領後に対象行政文書が不存在であることなどが判明したときは、不開示決定となる場合
があります。
この場合であっても開示請求に係る手数料は還付しません。

行政文書開示請求日 年 月 日

受 付 公 開 窓 口 名

電 話 番 号 （ ） － （内線 ）



別記様式第７号（第３関係）

行 政 文 書 開 示 請 求 処 理 簿 （その ）

受 付 窓 口 名 整 理 番 号 －

受 付 日 年 月 日 決 定 期 限 年 月 日

担 当 課 等 課（担当者 内線 ）

移 送 元 担 当 課 課（内線 ）移送 年 月 日

請 求 の 区 分 来庁 ・ 郵送 ・ FAX ・ 電子申請

請 求 者 の 住 所 （郵便番号 － )

住 所 ・ 氏 名 等 氏 名 等

行政文書の名称
等

補 正 補正通知日 年 月 日 補 正 書 提 出 年 月 日

決定期間の延長 通 知 日 年 月 日 延 長 期 限 年 月 日

決定期限の特例 通 知 日 年 月 日 決 定 期 限 年 月 日

第三者に対する 適用条項 条例第15条 第１項 ・ 第２項
意 見 書 提 出 の
機 会 の 付 与 照 会 日 年 月 日 回 答 日 年 月 日
（条例第15条）

結 果 通 知 年 月 日 意 見 支障あり 支障なし

開示・不開示の 内 容 １ 全部開示 ２ 一部開示 ３ 不開示 ４ 取下げ
決 定 等

決 定 日 年 月 日

１ 文書、図画又は写真の場合
ア 閲覧 イ 写しの交付 （１窓口 ２郵送等）
ウ 電子メール エ 奈良スーパーアプリ

開示の実施方法 ２ 電磁的記録の場合
(1) 用紙に出力したもの

（条例第16条） ア 閲覧 イ 写しの交付 （１窓口 ２郵送等）
(2) 電磁的記録による交付
ア 電子メール イ 奈良スーパーアプリ

(3) 専用機器により再生したものの １閲覧 ２視聴 ３聴取
(4) 複製物（ ）の交付 （１窓口 ２郵送等）

開示実施日及び 開示実施日 年 月 日
開示場所

開示場所

開示の実施 開示する行政文書の
※行政文書１件 名称
ごとに記入して
ください。
※必要に応じて ①開示請求に係る手 円
欄を追加して記 数料
入してください。
※複数の行政文 ②用紙の交付 円
書の写しを送付
する場合は、１ ③複製物の交付 円
件目の欄に送付
費用を記載して ④開示の実施に係る 円
ください。 手数料 ②＋③－①

送付費用 円
徴収日： 年 月 日
送付日： 年 月 日



別記様式第８号（第３関係）

事 案 移 送 通 知 書

第 号

年 月 日

様

年 月 日付けで請求のありました行政文書の開示について、奈良県情報

公開条例第14条第１項の規定に基づき、次のとおり事案を移送しましたので通知します。

1 開 示 請 求 の あ っ た

行 政 文 書 の 名 称

2 移送を受けた実施機関の担

当課又は出先機関の名称等

（移 送 先）

電 話 （ ） － （内線 ）

3 移 送 を し た 日 年 月 日

4 移 送 を し た 理 由

5 移 送 を し た 担 当 課

又は出先機関の名称等

（移 送 元）

電 話 （ ） － （内線 ）

備 考

注 本件開示請求に係る開示決定及び開示の実施に関する連絡等は移送を受けた実施機

関の担当課（出先機関）等が行います。



別記様式第９号（第３関係）

第 号

年 月 日

様

開示決定等の期限の延長について（通知）

年 月 日付けで開示請求のありました次の行政文書については、奈良県

情報公開条例第12条第２項の規定に基づき、当該行政文書の開示決定等の期限を延長しま

すので通知します。

1 開示請求のあった

行政文書の名称

2 条例第12条第１項

の規定による開示 年 月 日

決 定 等 の 期 限

3 延 長 後 の 期 間 年 月 日から

年 月 日まで （ 日間）

4 延 長 の 理 由

5 担当する主管課の

名 称 等 電 話 （ ） － （内線 ）



別記様式第10号（第３関係）

第 号

年 月 日

様

行政文書の開示決定等の期限の特例規定の適用について（通知）

年 月 日付けの行政文書の開示請求については、次のとおり、奈良県情

報公開条例第13条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用することとしましたので通知

します。

1 開 示 請 求 の あ っ た

行 政 文 書 の 名 称 等

2 奈良県情報公開条例第13条

を適用することとした理由

3 開示請求に係る行政文書の

うちの相当の部分につき 年 月 日

開示決定等をする期限

4 残りの行政文書について

開示決定等をする期限 年 月 日

5 担当する主管課の名称等

電 話 （ ） － （内線 ）



別記様式第11号（第３関係）

行 政 文 書 全 部 開 示 決 定 通 知 書

第 号

年 月 日

様

年 月 日付けで請求のありました行政文書の開示について、奈良県情報

公開条例第11条第１項の規定に基づき、次のとおり、行政文書の全部を開示することと決

定しましたので通知します。

1 開示する行政文書

の名称

2 開示の実施の方法

等

(1) 開示の実施の

方法等

＊ 裏面の説明を

お読みください。

求めることが

できる開示の

実施の方法

(2) 事務所における

開示を実施する

ことができる

日時、場所 電 話 （ ） － （内線 ）

(3) 写しの送付を

希望する場合の

準備日数

3 担当する主管課の

名称等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考



注１ 開示の実施の方法等については、この通知書を受け取った日から30日以内に、同封した

「行政文書の開示の実施方法等申出書」（別記様式第14号）により申出を行ってください。

開示の実施の方法は、２－（１）「開示の実施の方法等」の欄に記載されている方法か

ら自由に選択できます。必要な部分のみの開示を受けることや、部分ごとに異なる方法を

選択することもできます。一旦閲覧をした上で、後に必要な部分の写しの交付を受けるこ

ともできます（ただし、その場合は最初に閲覧を受けた日から30日以内に、別途「更なる

開示の申出書」（別記様式第19号）を提出していただく必要があります。）。

事務所における開示の実施を選択される場合には、２－（２）「事務所における開示を

実施することができる日時、場所」の欄に記載されている日時から、ご希望の日時を選択

してください。なお、開示の実施の準備を行う必要がありますので、「行政文書の開示の

実施方法等申出書」は、開示を受ける希望日の 日前には当方に届くようにご提出願い

ます。

また、写しの送付を希望される場合は、「行政文書の開示の実施方法等申出書」にその

旨を記載してください。なお、この場合には開示の実施に係る手数料のほかに、郵送料金

等が必要になります。

２ 「開示の実施の方法等」の欄に、開示請求書に記載されていた「求める開示の実施の方

法等」のとおりに開示ができる旨が記載されており、かつ、それらの事項の変更を希望さ

れない場合は、同封した「行政文書の開示の実施方法等申出書」を提出する必要はありま

せん。

３ 事務所における開示の実施を選択され、その旨「行政文書の開示の実施方法等申出書」

により申し出された場合は、開示を受ける当日、事務所にこられる際に、この通知書を係

員に提示してください。



別記様式第12号（第３関係）

行 政 文 書 一 部 開 示 決 定 通 知 書

第 号
年 月 日

様

年 月 日付けで請求のありました行政文書の開示について、奈良県情報
公開条例第11条第１項の規定に基づき、次のとおり、行政文書の一部を開示することと決
定しましたので通知します。

1 開示する行政文書
の名称

2 開示の実施の方法
等

(1) 開示の実施の
方法等

＊裏面の説明を
お読みください。

求めることが
できる開示の
実施の方法

(2) 事務所における
開示を実施する
ことができる
日時、場所 電 話 （ ） － （内線 ）

(3) 写しの送付を
希望する場合の
準備日数

3 開示しない部分

4 上記部分を開示 条例第 条 に該当
しない理由

（理由）

5 4の理由がなくな
る期日

6 担当する主管課の
名称等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考



（教示事項）

１ この処分について不服があるときは、行政不服審査法(平成26年法律第68号)の規定

により、奈良県公安委員会に対し、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内に審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知

った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分があった日の翌日から起

算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。）。

２ この処分については、行政事件訴訟法(昭和37年法律第1 3 9号)の規定により、奈良

県（訴訟において奈良県を代表する者は奈良県公安委員会となります。）を被告とし

て、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過した

ときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記

１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の

翌日から起算して６か月以内に処分の取消しの訴えを提起することができます。

注１ 開示の実施の方法等については、この通知書を受け取った日から30日以内に、同封した

「行政文書の開示の実施方法等申出書」（別記様式第14号）により申出を行ってください。

開示の実施の方法は、２－（１）「開示の実施の方法等」の欄に記載されている方法か

ら自由に選択できます。必要な部分のみの開示を受けることや、部分ごとに異なる方法を

選択することもできます。一旦閲覧をした上で、後に必要な部分の写しの交付を受けるこ

ともできます（ただし、その場合は最初に閲覧を受けた日から30日以内に、別途「更なる

開示の申出書」（別記様式第19号）を提出していただく必要があります。）。

事務所における開示の実施を選択される場合には、２－（２）「事務所において開示を

実施することができる日時、場所」の欄に記載されている日時から、ご希望の日時を選択

してください。なお、開示の実施の準備を行う必要がありますので、「行政文書の開示の

実施方法等申出書」は、開示を受ける希望日の 日前には当方に届くようにご提出願い

ます。

また、写しの送付を希望される場合は、「行政文書の開示の実施方法等申出書」にその

旨を記載してください。なお、この場合には開示の実施に係る手数料のほかに、郵送料金

等が必要となります。

２ 「開示の実施の方法等」の欄に、開示請求書に記載されていた「求める開示の実施の方

法等」のとおりに開示ができる旨が記載されており、かつ、それらの事項の変更を希望さ

れない場合は、同封した「行政文書の開示の実施方法等申出書」を提出する必要はありま

せん。

３ 事務所における開示の実施を選択され、その旨「行政文書の開示の実施方法等申出書」

により申し出された場合は、開示を受ける当日、事務所にこられる際に、この通知書を係

員に提示してください。

４ 「開示しない理由がなくなる期日」の欄は、その期日をあらかじめ明示することができ

る場合に限り記載しています。行政文書の開示を希望する場合は、記載された期日以後に

改めて文書の開示を請求してください。



別記様式第13号（第３関係）

行 政 文 書 不 開 示 決 定 通 知 書

第 号
年 月 日

様

年 月 日付けの行政文書の開示請求について奈良県情報公開条例第11条
第２項の規定に基づき、次のとおり、開示しないことと決定しましたので通知します。

1 不開示決定をした
行政文書の名称

条例第 条 に該当

（理 由）

2 開示しないことと
した理由

3 ２の理由がなくな
る期日

4 担当する主管課の
名称等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考

（教示事項）
１ この処分について不服があるときは、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の
規定により、奈良県公安委員会に対し、この処分があったことを知った日の翌日か
ら起算して３か月以内に審査請求をすることができます（なお、この処分があった
ことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分があった日の
翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなりま
す。）。

２ この処分については、行政事件訴訟法(昭和37年法律第1 3 9号)の規定により、奈
良県（訴訟において奈良県を代表する者は奈良県公安委員会となります。）を被告
として、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に処分の
取消しの訴えを提起することができます（なお、この処分があったことを知った日
の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年
を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。
ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったこ
とを知った日の翌日から起算して６か月以内に処分の取消しの訴えを提起すること
ができます。

注 「開示しない理由がなくなる期日」の欄は、その期日をあらかじめ明示することが
できる場合に限り記載しています。行政文書の開示を希望する場合は、記載された期
日以後に改めて行政文書の開示を請求してください。



別記様式第14号（第３関係）

行政文書の開示の実施方法等申出書

年 月 日

殿

郵便番号

住 所 又は 居 所

法人その他の団体にあっては、

主たる事務所等の所在地

氏 名 又は 名 称

法人その他の団体にあっては、

代表者の氏名

連 絡 先 電話番号

奈良県情報公開条例第16条第２項の規定に基づき、次のとおり開示の実施の方法等につ

いて申出をします。

1 申出に係る開示決定 （決定通知書の文書番号） 年 月 日

第 号

2 求める開示の実施の方法 (1) □ 閲覧

(2) □ 写しの交付

（ ）

(3) □ 電子メールによる写しの交付

e-mailアドレス（ ）

(4) □ 郵送等による写しの交付

3 開 示 を 求 め る 部 分

4 開示の実施を希望する日時 年 月 日（ ）午前・午後 時

5 写しの送付の希望の有無 有 ・ 無

備 考

注１ 開示決定通知書に、開示請求書に記載されていた「求める開示の実施の方法等」のとお
りに開示ができる旨が記載されており、かつ、それらの事項の変更を希望されない場合は、
この「行政文書の開示の実施方法等申出書」を提出する必要はありません。

２ 「求める開示の実施の方法」の欄については、開示決定通知書に記載された「求めるこ
とができる開示の実施の方法」の欄から希望する開示の実施の方法を選択し、□にレ印を
付してください。また、「写しの交付」を希望される場合は、開示決定通知書に記載され
た種類（用紙、カセットテープ等、交付が可能と考えられる種類）の中から、交付を希望
されるものを選択して、「写しの交付」の欄の（ ）内に記入してください。

３ 開示決定に係る行政文書の部分ごとに異なる開示の実施の方法を求める場合は、当該部
分ごとの開示の実施の方法を記入してください。

４ 「開示を求める部分」の欄は、開示決定等に係る行政文書のうち、一部分についてだけ
開示を求める場合に記載してください。これ以外の場合は、記載は不要です。
５ 「開示の実施を希望する日時」の欄については、開示決定通知書に記載された「事務所
における開示を実施することができる日時」の欄から、開示の実施を希望する日時を選択
し記入してください。



別記様式第15号（第３関係）

第 号

年 月 日

様

行政文書の開示請求に関する意見について（照会）

次のとおり に関する情報が記録されている次の行政文書について、奈良県情

報公開条例第６条により、開示請求がありました。

つきましては、当該行政文書について開示決定等を行う際の参考としたいので、これを

開示することにつき御意見があるときは、同封した「行政文書の開示に関する意見書」を

年 月 日までに提出していただきますようお願いいたします。

なお、同日までに同意見書の御提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り

扱わせていただきます。

1 開示請求のあった

行政文書の名称

2 開示請求の年月日 年 月 日

3 上記行政文書に記

録されている

に関する

情報の内容

4 意見書の提出先

担当する主管課の

名 称 等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考



別記様式第16号（第３関係）

第 号

年 月 日

様

行政文書の開示請求に関する意見について（照会）

次のとおり に関する情報が記録されている次の行政文書について、奈良県情

報公開条例第６条による行政文書の開示請求があり、開示決定を行いたいと考えておりま

す。

つきましては、当該行政文書を開示することについて御意見がある場合は、同封した

「行政文書の開示に関する意見書」を 年 月 日までに御提出いただきます

よう、お願いいたします。

なお、当日までに同意見書の御提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り

扱わせていただきます。

1 開示請求のあった
行政文書の名称

2 開示請求の年月日 年 月 日

3 奈良県情報公開条
例第15条第２項第
１号又は第２号の
規定の適用区分及
び当該規定を適用
する理由

4 上記行政文書に記
録されている

に関する
情報の内容

5 意見書の提出先
担当する主管課の
名 称 等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考



別記様式第17号（第３関係）

行 政 文 書 の 開 示 に 関 す る 意 見 書

年 月 日

殿

郵便番号
住 所 又は 居 所
法人その他の団体にあっては、

主たる事務所等の所在地

氏 名 又は 名 称
法人その他の団体にあっては、

代表者の氏名

連 絡 先 電話番号
年 月 日付けで照会のあった次の行政文書の開示について、次のとおり

意見を提出します。

照会のあった
行政文書の名称

意 見

１ 開示については支障（不利益）がない。

２ 開示については支障（不利益）がある。

(1) 支障（不利益）がある部分

(2) 支障（不利益）の具体的な内容、理由等

担当する主管課の
名 称 等 電 話 （ ） － （内線 ）

注 「意見」欄は該当する番号を○で囲み、２を選んだ場合には、「(1)支障（不利
益）がある部分」及び「(2)支障（不利益）の具体的な内容、理由等」も記載してく
ださい。



別記様式第18号（第３関係）
第 号
年 月 日

様

行政文書の開示決定について（通知）

から 年 月 日付けで「行政文書の開示に関する意見書」の
提出がありました行政文書については、次のとおり開示決定しましたので、奈良県情報公
開条例第15条第３項の規定に基づき通知します。

1 開示決定した行政
文書の名称

開示をすることと
した に
関する情報

2 開示することとし
た理由

3 開示を実施する日 年 月 日 （ ）

4 担当する主管課の
名称等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考

（教示事項）
１ この処分について不服があるときは、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規
定により、奈良県公安委員会に対し、この処分があったことを知った日の翌日から起
算して３か月以内に審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分があった日の翌日から
起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。）。

２ この処分については、行政事件訴訟法（昭和37年法律第1 3 9号）の規定により、奈
良県（訴訟において奈良県を代表する者は奈良県公安委員会となります。）を被告と
して、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に処分の取消
しの訴えを提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日
から起算して６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過し
たときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上
記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日
の翌日から起算して６か月以内に処分の取消しの訴えを提起することができます。

（注意事項）
開示の実施を停止するためには、審査請求又は処分の取消しの訴えと併せて執行停

止の申立てをする必要があります。



別記様式第19号（第３関係）

更 な る 開 示 の 申 出 書

年 月 日
殿

郵便番号
住 所 又は 居 所
法人その他の団体にあっては、

主たる事務所等の所在地

氏 名 又は 名 称
法人その他の団体にあっては、

代表者の氏名

連 絡 先 電話番号

奈良県情報公開条例第16条第４項の規定に基づき、次のとおり更なる開示について申し
出ます。

1 申出に係る開示決定 （決定通知書の文書番号） 年 月 日

第 号

2 最初に開示を受けた日 年 月 日

及び開示の実施方法 （ ）

3 求める開示の実施の方法 (1) □ 閲覧

(2) □ 写しの交付

（ ）

(3) □ 電子メールによる写しの交付

e-mailアドレス（ ）

(4) □ 郵送等による写しの交付

4 開 示 を 求 め る 部 分

5 再開示の実施を希望する 年 月 日（ ） 午前・午後 時

日時

6 写しの送付の希望の有無 有 ・ 無

備 考

注１ 「求める開示の実施の方法」の欄については、開示決定通知書に記載された「求
めることができる開示の実施の方法」の欄から希望する開示の実施の方法を選択
し、□にレ印を付してください。また、「写しの交付」を希望される場合は、開示
決定通知書に記載された種類（用紙、カセットテープ等、交付が可能と考えられる
種類）の中から、交付を希望されるものを選択して、「写しの交付」の欄の（ ）
内に記入してください。

２ 開示決定に係る行政文書の部分ごとに異なる開示の実施の方法を求める場合は、
当該部分ごとの開示の実施の方法を記入してください。

３ 「開示を求める部分」の欄は、開示決定等に係る行政文書のうち、一部分につい
てだけ開示を求める場合に記載してください。これ以外の場合は、記載は不要で
す。



別記様式第20号（第３関係）

開 示 実 施 日 等 通 知 書
第 号

年 月 日

様

年 月 日付けで再申出のありました行政文書の開示の実施については、

次のとおり再開示をしますので通知します。

（決定通知書の文書番号） 年 月 日

1 申出に係る開示 第 号

決 定

（行政文書の名称）

2 最初に開示を実施 年 月 日

し た 日

3 再開示の申し出を 年 月 日

受 け た 日

4 事務所における 午前

行政文書の開示を 年 月 日（ ） 時 分

実 施 す る 日 時 午後

5 行政文書の開示を

実 施 す る 場 所 電 話 （ ） － （内線 ）

6 開示を実施する

方 法

7 担当する主管課の

名 称 等 電話 （ ） － （内線 ）

備 考



別記様式第21号（第３関係）

開示の実施に係る手数料の免除（全部又は一部）申請書

年 月 日

殿

氏名又は名称

住所又は居所

連絡先電話番号

奈良県情報公開条例施行規則第13条第２項の規定に基づき、下記のとおり、行政文書の開示

の実施に係る手数料の免除（全部又は一部）を申請します。

記

１ 開示決定のあった行政文書の名称等

（開示決定通知書の日付・番号： ）

２ 免除（全部又は一部）を求める額

３ 免除を求める理由

生活保護法（昭和25年法律第144号）第11条第１項第 号に掲げる扶助を受けており、手

数料を納付する資力がないため。

注１ 当該扶助を受けていることを証明する書面を添付してください。

２ 免除申請の上限額は、行政文書１件につき、2,000円が上限となります。

法人その他の団体にあっ

ては、主たる事務所等の

所在地、その名称及び代

表者の氏名



別記様式第22号（第４関係）

審 査 請 求 処 理 簿

受 領 機 関 名 整 理 番 号 －

受 領 日 年 月 日 書 面（ 来庁 ・ 郵送 ）

審 査 請 求 担 当 課 （担当者 内線 ）

（郵便番号 ）
住 所

審 査 請 求 人 の

住 所 ・ 氏 名 等 氏 名 等

電 話

行政文書の名称等

原 処 分 等 年 月 日 （文書番号 第 号）
１ 全部開示 ２ 一部開示 ３ 不開示 ４ 不作為

審 査 請 求 の

趣 旨

補 正 命 令 年 月 日（文書番号 第 号）
補 正

補正書提出 年 月 日

諮 問 年 月 日 （文書番号 第 号）

審 査 会 の

処 理 経 過

答 申 年 月 日 （答申第 号）

答 申 内 容

裁 決 通 知 年 月 日（文書番号 第 号）

裁 決 内 容 １ 認容 ２ 一部認容 ３ 棄却 ４ 却下 ５ 取下げ
裁 決

裁 決 理 由

備 考



別記様式第23号（第４関係）

諮問書（開示決定等用）
第 号
年 月 日

奈良県情報公開審査会会長 殿

奈良県公安委員会 印

奈良県情報公開条例第11条の規定に基づく開示決定等について、審査請求があったの
で、同条例第19条の規定に基づき諮問します。

記

１ 審査請求に係る開示決定等の対象となった行政文書の名称

２ 審査請求に係る開示決定等の内容

(1) 開示決定等の種類

(2) 開示決定等の日付等

(3) 決定等の根拠及び具体的理由

３ 審査請求の内容

(1) 審査請求日

(2) 審査請求人

(3) 審査請求の趣旨

４ 諮問の理由

５ 参加人等

６ 関係書類

(1) 審査請求書の写し

(2) 行政文書開示請求書の写し

(3) 行政文書開示決定等通知書の写し

(4) 処理簿の写し

(5) その他必要な書類

（審査請求の対象となった行政文書の写し、第三者からの意見書等）

担当課
ＴＥＬ （ ） －

（内線 ）



別記様式第24号（第４関係）

諮 問 書 （ 不 作 為 用 ）
第 号
年 月 日

奈良県情報公開審査会会長 殿

奈良県公安委員会 印

奈良県情報公開条例第６条第１項の規定に基づく開示請求に係る不作為について、審査請

求があったので、同条例第19条の規定に基づき諮問します。

記

１ 当該不作為に係る開示請求の内容

(1) 請求された行政文書の名称等

(2) 開示請求の日付

２ 審査請求の内容

(1) 審査請求日

(2) 審査請求人

(3) 審査請求の趣旨

３ 諮問の理由

４ 参加人等

５ 関係書類

(1) 審査請求書の写し

(2) 行政文書開示請求書の写し

(3) 処理簿の写し

(4) その他必要な書類

（第三者からの意見書等）

担当課
ＴＥＬ （ ） －

（内線 ）



別記様式第25号（第４関係）

第 号

年 月 日

様

奈良県公安委員会 印

奈良県情報公開審査会への諮問について（通知）

奈良県情報公開条例第11条の規定に基づく 年 月 日付けの開示決定等に

対する次の審査請求について、同条例第19条の規定により奈良県情報公開審査会に諮問し

たので、同条例第20条の規定により通知します。

審 査 請 求 に 係 る

行 政 文 書 の 名 称

審 査 請 求 に 係 る

開 示 決 定 等

（１）審査請求日

審 査 請 求 の 内 容 （２）審査請求の趣旨

諮 問 日 年 月 日

担当する主管課の

名 称 等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考



別記様式第26号（第４関係）

第 号

年 月 日

様

奈良県公安委員会 印

奈良県情報公開審査会への諮問について（通知）

奈良県情報公開条例第６条第１項の規定に基づく 年 月 日付けの開示請求

に係る不作為に対する次の審査請求について、同条例第19条の規定により奈良県情報公開

審査会に諮問したので、同条例第20条の規定により通知します。

請 求 さ れ た

行政文書の名称等

（１）審査請求日

（２）審査請求の趣旨

審 査 請 求 の 内 容

諮 問 日 年 月 日

担当する主管課の

名 称 等 電 話 （ ） － （内線 ）

備 考



別記様式第27号（第８関係）

閲 覧 用 資 料 複 写 請 求 書

年 月 日

奈良県警察本部長 殿

郵便番号

住 所

法人その他の団体にあっては、

主たる事務所の所在地

氏 名

法人その他の団体にあっては、

名称及び代表者氏名

連 絡 先 電話番号

閲覧用資料の写しの交付を次のとおり請求します。

請 求 す る 資 料 の 名 称

請 求 枚 数 枚

備 考

＜職員記載欄＞ この欄には、記入しないでください。

複 写 枚 数 枚

円 × 枚 ＝ 円

費 用 の 徴 収 額 円 × 枚 ＝ 円

合 計 円


